
病原微生物検出情報
Infectious Agents Surveillance Report (IASR)

https://www.niid.go.jp/niid/ja/iasr.html

月
報

本誌に掲載された統計資料は, 1） 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」 に基づく感染症発生動向調査によって報
告された, 患者発生および病原体検出に関するデータ, 2） 感染症に関する前記以外のデータに由来する。データは次の諸機関の協力によ
り提供された : 保健所, 地方衛生研究所, 厚生労働省医薬・生活衛生局, 検疫所。

（
禁
、
無
断
転
載
）

ISSN 0915-5813

（ 2 ページにつづく）
 1

＜特集＞ 麻疹　2021年 7 月現在

SSPE の治療 4 , 麻疹抗体保有状況-2020年度感染症流行予測調査 （暫定結果） 5 , 海外の麻疹 2020 年流行状況 7 , 大阪府
内麻疹特異的抗体保有状況と麻疹発生動向 8 , 東京 2020 オリ・パラ競技大会感染症対策としての麻しんワクチン接種 9 ,  
栃木県の麻疹検査体制とウイルス検出状況 11, 麻疹疑い症例遺伝子検査と IgM 抗体検査併用の必要性－沖縄県 13, 麻疹
検査診断現在の課題 14, WHO 西太平洋地域麻疹排除事業 16, 保育施設の HPIV3 型集団感染事例－宮城県 18, 2021年春
の RS ウイルス感染症流行－大阪市 19, COVID-19 積極的疫学調査結果 （最終報告） 21, 消防学校での COVID-19 症例集
積事例 23, 福岡県 SARS-CoV-2 感染対策調査 : 介護・福祉施設等の課題 25, 群馬県での SARS-CoV-2 アルファ株関連症
例の特徴 27, 疫学的なつながりが全ゲノム解析で補足できた SARS-CoV-2 デルタ株感染事例－札幌市 29, 札幌市内コー
ルセンターでの COVID-19 アウトブレイク 30, 精神科病院での COVID-19 クラスター事例と対応 31, 単科精神科病院療養
病棟での COVID-19 集団感染事例血清疫学調査 （第 1 報） 34, NESID 病原体検出情報に報告された COVID-19 と疑い症例
から検出された病原体 36

麻疹は麻疹ウイルスによる急性感染症である。主な
症状は, 発熱, 発疹, カタル症状である。また麻疹ウ
イルスは免疫細胞に感染するため, 感染者の免疫機能
を抑制し, 約 3 割の感染者に中耳炎, 腸炎, 脳炎, 肺
炎などの合併症を引き起こし, 肺炎や脳炎を合併した
場合には死亡することもある。また, 稀だが, 感染・
治癒してから数年から十数年後に発症する亜急性硬化
性全脳炎 （SSPE） と呼ばれる予後不良の脳炎を引き起
こすことがある （本号 4 ページ）。麻疹ウイルスは飛沫
感染, 接触感染のみならず空気感染し, その感染力は極
めて強い。世界保健機関 （WHO） は, 2019 年において
は, 全世界における麻疹による死亡者数は, 2016 年から
約  50％増加し,  207,500  人になると推計している  

（https://www.who.int/news/item/12-11-2020-

worldwide-measles-deaths-climb-50-from-2016-to-

2019-claiming-over-207-500-lives-in-2019）。
一方, 麻疹は麻疹ウイルスの自然宿主がヒトのみで

あること, 有効なワクチンがあること, 不顕性感染が
少なく正確な診断方法があること, 等から排除が可能
な感染症と考えられており, WHOでは麻疹の排除を
目指している。日本が所属する WHO 西太平洋地域  

（WPR） の地域委員会では, WPR から麻疹を排除す
ることを 2005 年に決議した。これを受け, 日本では

2006 年から麻しん含有ワクチンの 2 回接種 （第 1 期, 第
2 期） を導入, 2007 年12月には厚生労働省が 「麻しんに
関する特定感染症予防指針」 （2019 年 4 月最終改正,  

以下指針） を告示し, 当時の流行の中心であった 10 代
の免疫を強化するため, 中学 1 年生 （第 3 期）, 高校 3  

年生相当年齢者 （第 4 期） を対象に 5 年間 （2008 ～  

2012 年） の補足的ワクチン接種を定期接種として実施
する, などの麻疹排除に向けた対策を強化した。これ
らの対策により 2009 年以降, 麻疹患者数は大幅に減少
し, 2015 年には WPR 麻疹排除認証委員会より日本は
麻疹排除状態であると認定された。排除状態の維持は
2018 年までは確認・認定されており, 以後 2020 年まで
の状況については, 同委員会による検証が進んでいる。
感染症発生動向調査
麻疹は感染症法上の 5 類感染症である （届出基準・

病型は https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/

kekkaku-kansenshou11/01-05-14-03.html）。麻疹が
全数届出になった 2008 年の届出数は 11,013 例であった
が, それ以後 2019 年までは 35-744 例で推移し, 特に  

2019 年は 2009 年以降で最多となる744 例が届出された
が, 2020 年は最少となる 12 例と大きく減少した （図 1 ）。

2020 年に届出された患者 （n=12） を病型別でみる
と, 発熱, 発疹, カタル症状の 3 主徴のうち, 1 ないし  
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図 1. 麻疹患者の週別届出数, 2010～2020年

（感染症発生動向調査：2021年7月29日現在届出数） 
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2 症状のみの非典型例でかつ検査陽性例である修飾麻
疹が 12 例中 5 例 （42％） であった。推定感染地域は  

7 症例が国内, 3 症例はタイ, 1 症例がブラジルまたは
国内とされ, 1 症例が不明とされた。
患者を年齢群別にみると, 20歳未満の患者が 6 例,  

20歳以上の患者が 6 例であった （ 3 ページ図 2 ）。
予防接種歴は未接種が 1 例, 1 回接種が 5 例, 2 回

接種が 2 例, 接種歴不明が 4 例であり, 定期接種対象
年齢に達していない 1 歳未満の症例は報告されなかっ
た （ 3 ページ表）。
検査診断の状況
指針では, 原則, すべての麻疹疑い症例に対して IgM  

抗体検査とウイルス遺伝子検査を実施することを求め
ている。IgM 抗体検査用検体は医療機関から民間検査
機関に, 遺伝子検査用検体は医療機関から主に地方衛
生研究所 （地衛研） に送られ検査が行われている。
2020 年は全 12 症例のうち 11 症例が検査診断例として
報告されたが, 遺伝子検査で陽性となったのは 5 症例
であった。ウイルス遺伝子検査は real-time RT-PCR 法
で遺伝子の検出を試み, 陽性であった検体は麻疹ウイ
ルス N 遺伝子上の遺伝子型決定部位 450 塩基の解析を
行うことを指針で推奨している。得られた塩基配列情報
は遺伝子型の確認のみでなく, ワクチン株との鑑別,  

集団発生時の疫学的リンクの確認や, 輸入例かどうか
の鑑別のため利用されている。
ウイルス検出状況
2020 年に地衛研でウイルスが検出され, 感染症サー
ベイランスシステム （NESID） の病原体検出情報に報
告されたものは, ワクチン株を除くと 5 件 （全麻疹症
例数 12 例） であった （図 3 ）。報告されたウイルスの
遺伝子型はいずれも遺伝子型 D8 に分類された。
ワクチン接種率
2006 年度より開始された麻しん風しん混合ワクチン

を用いた第 1 期, 第 2 期の 2 回接種が定期の予防接種
に導入され, 現在も継続中である。2019 年度の麻しんワ
クチン接種率 （麻しん単抗原ワクチン接種を含む） は,  

第 1 期 95.4％, 第 2 期は 94.1％であった （https://www.

mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou21/

dl/201014-01.pdf）。第 1 期は目標とする 95％を日本全
体で上回ったものの, 17 道府県は 90％以上 95％未満
の接種率にとどまった。第 2 期は 12 年連続で 90％を
超えたものの, 95％にはわずかに達しなかった。ちな
みに 95％以上の接種率を上回ったのは17県のみで
あった。
抗体保有状況
2020 年度の感染症流行予測調査は 18 道府県の地衛
研で, 麻疹のゼラチン粒子凝集 （PA） 抗体価の測定に
より実施された （本号 5 ページ）。採血時期は主に  

2020 年 7 ～ 9 月とした。麻疹の PA 抗体価 1 : 16 以上
の 2 歳以上の抗体保有率は全体で 98％であったが,  

1 歳児の抗体保有率は 69.8％と, 前年より 11.8 ポイン
ト低下した （ 3 ページ図 4 ）。
今後の対策
2019 年の世界の麻疹症例数は, 1996 年以降最多とな

る約 87 万症例であり, 2020 年にはおよそ 9.4 万症例と大
幅に減少したが, いまだに多くの国で流行している （本
号 7 ページ）。2020 年は新型コロナウイルス感染症  

（COVID-19） の世界的流行となり, 訪日外国人旅行者
数は 411 万人であり, 前年比 87％減と大幅に減少した  

（https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/data_info_

listing/pdf/210120_monthly.pdf）。訪日者からの麻疹
の持ち込みリスクは低下していたと考えられるが,  

COVID-19 への対策が進み, 今後訪日外国人の増加,  

海外への渡航日本人の増加など, 状況が変化した場
合, 海外からの麻疹ウイルスの持ち込みリスクは上昇
すると考えられる。
また, 海外からの麻疹ウイルスの持ち込みを未然に
防ぐことは困難であることから, ウイルスが持ち込ま
れた場合でも感染が拡大しない環境を, 平時から整え
ておくことが求められる （本号 8 & 9 ページ）。そのた
めには, ① 2 回の定期接種の接種率を 95％以上に維持
し, 抗体保有率を高く維持すること, ②早期に患者を
発見し, 適切な感染拡大阻止策を行えるよう検査診断
を確実に行い （本号 11, 13 & 14 ページ）, サーベイラン
ス体制を強化すること, ③感染するリスクの高い医療
関係者, 海外旅行者, 空港等不特定多数と接する機会
の多い職場で働く者, 児童福祉施設や学校などで働く
者等への必要に応じたワクチン接種を勧奨すること,  

等が求められる。また, 効率的なサーベイランス活動
に資するために, 自治体間での情報共有や国際協力  

（本号 16 ページ） の促進も重要である。

％

2020
2019
2018
2017
2016
2015
2014
2013
2012
2011
2010
2009
2008

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

遺伝子配列が報告された割合
（ワクチン株を除く、全麻疹症例に対して）

病原体検出情報に報告された割合
（ワクチン株を除く、全麻疹症例に対して）

n=患者届出数*

年
(n=11,013)

(n=732)

(n=447)

(n=439)

(n=283)

(n=229)

(n=462)

(n=35)

(n=165)

(n=186)

(n=279)

(n=744)

(n=12)
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Figure 2. Age distribution of noti	ed measles cases, 2008-2020, Japan 

(National Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases: as at 29 July 2021)
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Figure 4. Proportion seropositive against measles virus by age and vaccination status, �scal year 2020, Japan 
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＜特集関連情報＞　
亜急性硬化性全脳炎に対する治療

はじめに
亜急性硬化性全脳炎 （SSPE） は, 変異した麻疹ウ
イルス （SSPE ウイルス） の中枢神経系への持続感染
症である。麻疹罹患後およそ 2 ～10 年の潜伏期の後,  

知能低下, 性格変化, 動作緩慢などで発症し, 進行性
に大脳機能が障害され, 高度の認知症, 植物状態とな
り死に至る神経変性疾患である。SSPE 患者数は麻疹
罹患者数に正の相関を, SSPE 発生率は麻疹の予防接
種の実施率に負の相関を示す。世界保健機関 （WHO）  
によるグローバルワクチン行動計画は, 2020 年までに少
なくとも全世界の 5 つの地域での麻疹排除を達成する
ことを目指し, 全世界的に麻疹による死亡者を減少させ
ているが, 2018 年においても開発途上国の小児を中心
に 140,000 人以上が麻疹によって死亡したと推計されて
いる1）。さらに 2019 年には急増し, 推定 207,500 人の命
が奪われている2）。麻疹ワクチンの 2 回接種が効果的で
推奨されるが, 2019 年の報告では初回投与の世界的な
カバー率は 85％で停滞している2）。このため, 世界的に
は SSPE の発生は今後も続くと考えられる。

SSPE における神経障害には SSPE ウイルスの脳内
での増殖が直接かかわっているため, ウイルス増殖を
抑制する抗ウイルス薬や免疫賦活薬などによる治療が
試みられてきた。しかし, 有効性は限定的であり, よ
り効果的な治療法の開発が求められている。

SSPE の自然経過
SSPE 患者は多様な経過を示し, 急激に進行する劇

症型, 10 年以上の緩徐な経過をとる緩徐進行型, 慢性
再発と寛解を繰り返す患者, さらに, ごく少数ではあ
るが, 自然経過で症状の改善がみられる症例もあると
されている。中東地域での118 名の SSPE 患者の自然
経過では, SSPE 患者の 40％が発症 1 年以内, そして  

19％が 2 年以内に死亡し, 2 年以上の生存は 41％, 4 年
以上の生存は 20％との報告がある3）。
治　療 4）

先進国においては SSPE の発生数が極めて少なく,  

ランダム化比較試験などのエビデンスレベルの高い報
告はない。比較的多数例において使用され有効とされ
ているのは, イノシンプラノベクス内服療法とイン
ターフェロン （IFN） 脳室内投与療法である。本邦の
保険診療で SSPE の特異的的治療として認められてい
るのもこの 2 つのみである。

1. イノシンプラノベクス
イノシンプラノベクスは抗ウイルス作用と免疫賦活

作用を併せ持つ。一般的には 50-100mg/kg を 1 日 3 回
または 4 回で経口投与する。SSPE に対するイノシンプ
ラノベクスの有効性を臨床症状から評価した場合, 症
状の改善, あるいは進行の止まった症例の割合は, 報

告によると10-60％, 一方, 非投与の自然寛解率は 4 - 

10％とされている。その効果は確実ではないが, 臨床症
状の進行を抑制すると考えられる。生存率での評価で
は, イノシンプラノベクスが投与された  98 例の 8 年生
存率は 61％であるのに対し, ほぼ同時期の非投与例の
生存率は 8 ％であることから, イノシンプラノベクス
は SSPE の生存率を延長させる効果があるとされる。

2. インターフェロン
IFN は抗ウイルス作用を有する。IFN （αまたはβ）  

100-300 万単位を週 1 - 3 回, 髄腔内, あるいは脳室内
に投与する。イノシンプラノベクスとの併用により有
効であったとする報告が多い。臨床症状からの有効性
評価では, Yalaz らは改善が 50％ （11/22）, Gascon  

らは改善が 17％ （3/18）, 進行停止が 28％ （5/18） と
報告している。イノシンプラノベクス単独療法と同
様, 効果は確実ではないが, 無治療の場合に比較する
と進行が止まる率が高い。しかし, 治療効果は一時的
であり, 長期予後の改善は得られない。イノシンプラ
ノベクス単独投与とイノシンプラノベクスとIFN 脳室
内投与の併用療法を比較した報告では, 進行停止, あ
るいは改善する率は, 両群に有意な差は認めないが  

（34％と 35％）, 無治療の場合に比較すると高いとされ
る。

3. 研究的治療 5） 

核酸アナログの抗ウイルス薬である ribavirinは, 基
礎研究において抗 SSPE 効果を示し, ヒトにおいても  

RS ウイルス, インフルエンザウイルス, ラッサウイル
スによる感染症, さらに麻疹肺炎へも治療効果が示さ
れている。
医療機関の倫理審査委員会承認, SSPE 患者代諾者
の同意のもと, 研究的治療として IFN の脳室内投与に
併用して ribavirin の静脈投与が行われた。高用量の
ribavirin の投与により髄液中 ribavirin 濃度は抗
SSPE ウイルス効果を示す最小濃度に達し, 症例は少
ないが, 臨床症状に改善がみられ, 髄液麻疹抗体価が
低下した。しかし, 高用量の ribavirin の全身投与では
溶血性貧血を発症し, 治療を中断すると神経症状が再
燃した。そのため, IFN と同様に ribavirin の脳室内投
与が試みられた。ribavirin の SSPE ウイルス増殖阻止
濃度と毒性濃度が近接しているため, 髄液中濃度をモ
ニタリングしながら, 皮下植込み型脳脊髄液リザー
バーである Ommaya reservoir を用いて脳室内に
ribavirin が投与された。この投与法により, 1 回投与
量と 1 日投与回数を調整し, ribavirin 濃度を有効安全
域に維持することができた。Hosoya らは 5 例に試み,  

5 例中 4 例において改善が認められたとしている。特
に病期の早い時期に治療を開始した症例では, 症状に
明らかな改善が認められ, 髄液中麻疹抗体価が低下し
た。一方, 脳室内 ribavirin の投与方法では, 貧血は認
められなかったが, 口唇／歯肉腫脹, 結膜充血, 頭
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痛, 傾眠傾向などの副反応が一過性に認められた。
しかし, 薬剤投与のたびに穿刺する Ommaya reservoir  

を用いた脳室内投与法では髄液中の ribavirin 濃度に変
動があり, 一定に保つことが困難であった。また, 投
与デバイスへの頻回の穿刺による細菌性髄膜炎等の合
併もあった。これらを回避するため, 皮下埋め込み型
の持続輸注ポンプを用いた ribavirin の脳室内への持
続投与が試みられた。実施された 3 例は, 持続注入療
法開始後も病状は徐々に進行しているものの, 中断し
た 1 例を除き進行は緩徐であった。 

4. その他の抗ウイルス薬 5） 

Remdesivir や favipiravir は広く RNA ウイルスに
対し抗ウイルス活性を示す。Favipiravir は in vitro に
おいて ribavirin と同程度の SSPE ウイルスに対する
増殖抑制効果を示す。しかし, これらの薬剤が SSPE

患者に投与された報告はない。
結　語
いまだ SSPE の治癒を期待できる薬剤はなく, 有効な
治療薬の開発が待たれる。また, 麻しんワクチン接種率
の向上による, 麻疹流行の阻止, さらには全世界での
麻疹の排除が SSPE 発症予防の点からも肝要である。
参考文献

1） https://www.who.int/news/item/05-12-2019-

more-than-140-000-die-from-measles-as-cases-

surge-worldwide （accessed on 30 July 2021） 
2） https://www.who.int/news/item/12-11-2020-

worldwide-measles-deaths-climb-50-from-2016-to-

2019-c la iming-over-207-500- l ives- in-2019  

（accessed on 30 July 2021） 
3） Risk WS, et al., Arch Neurol 36 （10）: 610-614, 

1979

4） 亜急性硬化性全脳炎 （SSPE） 診療ガイドライン
2020, 厚生労働省科学研究 プリオン病及び遅発性
ウイルス感染症に関する調査研究班

5） Hashimoto K, et al., Molecules 26 （2）: 427, 2021

福島県立医科大学医学部
小児科学講座　　　　　
橋本浩一　　　　　　

＜特集関連情報＞
麻疹の抗体保有状況―2020年度感染症流行予測調
査 （暫定結果） 

はじめに
感染症流行予測調査における麻疹の感受性調査 （抗

体保有状況調査） は, 1978 年度に開始後, ほぼ毎年実
施されてきた。国民の抗体保有状況を把握することで,  

効果的な予防接種施策の立案ならびに麻疹排除状態の
維持に役立てることを目的としており, 乳幼児から高
齢者まで幅広い年齢層における予防接種状況, ならび

に抗体保有状況について調査を行っている。
麻疹の予防接種は1966 年から任意接種として始まり,  

1978 年10月には予防接種法に基づく定期接種となっ
た。当時の定期接種対象年齢は, 生後 12 か月以上72 か
月未満であった。1989 年 4 月～1993 年 4 月の 4 年間は,  

麻疹の定期接種の際に, 麻しんワクチンあるいは麻し
んおたふくかぜ風しん混合 （MMR） ワクチンの選択
が可能となった。1995 年度から定期接種対象年齢が生
後12 か月以上 90 か月未満に変更となり, 2006 年度か
ら麻しん風しん混合 （MR） ワクチンが導入され,  

接種対象年齢, 第 1 期 （生後 12 か月以上 24 か月未
満）, 第 2 期 （ 5 歳以上 7 歳未満で小学校就学前 1 年
間の者） の 2 回接種となった。2008～2012 年度の 5 年
間は, 10 代への免疫強化を目的として第 3 期 （中
学 1 年生）, 第 4 期 （高校 3 年生相当年齢の者）, の定
期接種が実施された。

2020 年度は, わが国における麻疹排除認定 （2015

年 3 月） から 5 年後の調査となり, 抗体保有状況調査
は, 今後の麻疹対策および麻疹排除の維持を継続して
いくうえで重要である。
調査対象
2020 年度の麻疹感受性調査は 18 道府県で実施され,  

麻疹のゼラチン粒子凝集 （PA） 抗体価は各道府県衛
生研究所において測定された。なお, 本調査の採血時
期は, 原則として毎年 7 ～ 9 月であり, 2020 年度は
3,828 名の抗体価が報告された。
抗体保有状況
2020 年度の年齢／年齢群別麻疹抗体保有状況を示
す （次ページ図 1 ）。1 : 16 以上の PA 抗体保有率は, 全
体で 96.3％ （3,685/3,828 名） であった。年齢群別にみ
ると, 0 ～ 5 か月 （62.5％）, 6 ～11か月 （19.0％）, 1 歳  

（69.8％）, 10歳 （93.3％）, 17歳 （92.3％）, 19歳 （93.9％）,  
20歳 （94.7％）, 41歳 （92.3％）, 65歳 （90.0％）, 66歳  

（93.8％）, 68歳 （91.7％） 以外では 95％以上の高い抗
体保有率であった。また, 麻疹あるいは修飾麻疹の発
症予防の目安とされるPA抗体価 1 : 128 以上について
みると, 全体で 85.3％ （3,267/3,828 名） の抗体保有率
であった。

2006 年度から15年間の 1 歳児麻疹 PA 抗体保有率  

（ 1 : 16 以上） を示す （次ページ図 2 ）。2020 年度の 1 歳
児の抗体保有率は 69.8％で, 2019 年度の 81.6％から  

11.8 ポイント減少した。　
まとめ
2020 年度の 2 歳以上麻疹 PA 抗体保有率は, 一部の

年齢 （10, 17, 19, 20, 41, 65, 66, 68 歳） でわずかに 95％ 

を下回っていたものの, おおむね 95％以上の高い抗体
保有率を維持していた。2020 年以降の新型コロナウイ
ルス感染症 （COVID-19） の流行で, 定期接種 （ 1 歳と
小学校入学前 1 年間の 2 回接種） の一時的な接種控え
が発生し1）, 厚生労働省 2） ならびに日本小児科学会 1） で
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は予防接種を遅らせないように積極的な勧奨を行って
いた。しかしながら, 2019 年度 81.6％であった 1 歳児
の麻疹 PA 抗体保有率 （抗体価 1 : 16 以上） は, 2020 年
度調査では 69.8％と, 11.8ポイント低下していた。
また, すべての年齢層に PA 抗体価 1 : 128 未満の低

い抗体価の者が存在することから, 国内における麻疹
の排除状態を維持するためには, 引き続き高い抗体保
有率を維持するとともに, 接種控えを解消して, 定期
接種対象者における高い予防接種率・抗体保有率の維
持が重要である。
参考文献

1） 公益社団法人日本小児科学会 : 新型コロナウイル
ス感染症流行時における小児への予防接種について

 http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/index.

php?content_id=345 （2021年 8 月 7 日アクセス） 
2） 厚生労働省 : 遅らせないで！子どもの予防接種と

乳幼児健診
 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11592.

html （2021年 8 月 7 日アクセス） 
国立感染症研究所感染症疫学センター
多屋馨子　森野紗衣子　新井　智　
鈴木　基　　　　　　　　　　　　
国立感染症研究所ウイルス第三部　　
大槻紀之　竹田　誠　　　　　　　
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＜特集関連情報＞
海外の麻疹2020年の流行状況について

世界保健機関 （WHO） に報告された, 2020 年の麻
疹症例報告数 1） は 93,922 例で, 2019 年の 1/5 以下にま
で減少した （2019 年 : 519,490 例）。本年 2021 年における
症例報告数はさらに減少しており, 6 月までの報告数
は 18,173 例となっている。しかしながら新型コロナウイル
ス感染症 （COVID-19） パンデミックの影響により, ワク
チン接種キャンペーンを実施または予定していた 26 カ
国, 9,400 万人以上の人々が 2020 年11月までにワクチン接
種の機会を逸しており, キャンペーンの再開が遅れてい
る国・地域では, 今後感染者数の増加が懸念されている。
現在流行しているウイルスの遺伝子型のほとんどが B3  

型, または D8 型で, インドでは D4 型も検出されている。
本稿では, WHO が分類する 6 地域における 2020 年の麻
疹流行状況およびその遺伝子型について報告する。
アメリカ地域 （AMR） における症例報告数 2） は

8,720 例で, ブラジルでは 2018 年 （10,326 例）, 2019年  

（20,901 例） に続き大流行が発生し, 10名の死亡例を
含む 8,442 例の症例報告があった。最も報告数の多
かった地区は, 北部に位置しアマゾン国立公園を有す
るパラー州で 5,385 例, 以下リオデジャネイロ州  

（1,348 例）, サンパウロ州 （867 例） であった。検出され
たウイルスの遺伝子型は B3 型, D8 型で, 8,448 例のうち  

58％ （4,892 例） がワクチン未接種者, 21％ （1,744例）  
がワクチン接種者, 25％ （2,106 例） がワクチン接種歴不
明であった 3）。ブラジル以外の国では, メキシコ （196 例）,  
アルゼンチン （61 例）, 米国 （13 例）, ボリビア, チリ,  

ウルグアイ （各 2 例）, コロンビア, カナダ （各 1 例）  
から症例報告があった。
ヨーロッパ地域  （EUR） における症例報告数 4） は

12,205 例で, 2019 年の報告数 （104,443 例） から約 90％減
少した。大きな流行はウズベキスタン （4,053 例） から報
告され, 以下100 例以上の症例がカザフスタン （3,269  

例）, ロシア （1,100 例）, ルーマニア （976例）, キルギス
タン （708 例）, トルコ （611 例）, ブルガリア （245 例）, フ
ランス （240 例）, タジキスタン （168例）, イタリア （102  

例） から報告された。2019 年に大流行 （57,128 例） が発
生したウクライナからの症例報告数は, 211 例まで減少
した。ワクチン接種歴が判明している症例数は10,423  

例 （85％） で, そのうちの 82％ （8,518 例） がワクチン未
接種者であった。ワクチン未接種感染者の年齢構成は,  

48％ （4,055 例） が 1 歳未満, 28％ （2,343 例） が 1 ～ 4  

歳, 8 ％ （670 例） が 5 ～ 9 歳, 5 ％ （400 例） が10～19

歳, 12％ （1,050 例） が20歳以上であった。検出されたウ
イルスの遺伝子型は B3 型, D8 型であった。
西太平洋地域 （WPR） における症例報告数 5） は

6,542 例で, 2019 年の報告数 （63,238 例） から90％減少
した。2019 年に大流行 （48,521 例） が発生したフィリ

ピンでは, 報告数が 3,832 例まで減少した。100 例以上
の症例数は, 中国 （951 例）, ベトナム （713 例）, マ
レーシア （467 例）, カンボジア （372 例）, ラオス （135

例） より報告された。検出されたウイルスの遺伝子型
はB3 型, D8 型で, 中国から2019 年まで報告されていた  

H1 型は, 2020 年は検出されなかった。感染者が最も
多いフィリピンの状況をみると, 麻しん含有ワクチン
接種率は, 第 1 期, 第 2 期がそれぞれ72％, 68％, 感
染者のほぼ半数が 4 歳未満の乳幼児であった。年間罹
患率が人口 100 万対 1 未満を達成している国, 地域は,  

オーストラリア, ブルネイ, 中国, 香港, マカオ, 日
本, モンゴル, パプアニューギニア, 韓国であった。
南東アジア地域 （SEAR） では, バングラデシュ,  

ブータン, インド, モルディブ, ネパール, 東ティモール
において, 2016 ～ 2019 年に積極的なワクチンキャッチ
アップキャンペーンが実施された。その結果, 過去に大
きな流行が発生していた当地域における症例報告数
は 10,050 例まで減少した （2019 年 : 25,046 例）。報告数
の多い国をみると, インド （5,598 例）, バングラデシュ  

（2,410 例）, タイ （789 例）, ミャンマー （442例）, インド
ネシア （393 例）, ネパール （388 例） となっている。流行
しているウイルスの遺伝子型は D8 型が主流で, B3 型に
加え, インドでは他地域で報告されていない D4 型も検
出されている。SEAR では, 麻疹・風疹排除達成年
を 2023 年に設定しており, バングラデシュ, モルディ
ブ, ネパールにおいて 2020 年 2 月よりワクチンフォ
ローアップキャンペーンを計画  6） していたが ,  

COVID-19 パンデミックの影響で計画に遅れが発生し
ている。
東地中海地域 （EMR） の症例報告数は 9,829 例で,  

2019 年の報告数 （19,296 例） の 1/2 にまで減少した。報
告数の多い国は順に, イエメン （3,016例）, パキスタン  

（2,863 例）, ソマリア （2,382 例）, アフガニスタン （548 例）,  
スーダン （508 例）, イラク （312 例） で, このうち 2,000  

例以上の報告があったイエメン, パキスタン, ソマリア
における 2019 年の第 1 期, 第 2 期麻しん含有ワクチン
接種率 7） は, イエメン : 67％, 46％, パキスタン : 81％,  

71％, ソマリア : 46％, データなし, であった。EMR に
おける感染者の多くは 10 歳未満で, 流行しているウイル
スの遺伝子型は B3 型であった。
アフリカ地域 （AFR） の症例報告数 1）は 46,747 例で,  

2019 年 （289,766 例） の 1/6 以下にまで減少した。2019 年
に大流行 （127,579 例） が発生したマダガスカルでは,  

2019 ～ 2020 年に実施されたアウトブレイク対応／ワ
クチンフォローアップ対策により, 報告数が 84 例ま
で減少した。症例報告数の多かった国はコンゴ民主共
和国 （14,577 例）, ナイジェリア （10,227 例） で, この  

2 カ国は 2019 年に引き続き大流行が起こっていた （コ
ンゴ民主共和国 : 18,467 例, ナイジェリア : 28,302  

例）。ナイジェリアにおける感染者の 58.7％は 9 ～59 か
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月児で, 感染者の 58.3％はワクチン未接種者であっ
た。コンゴ民主共和国では, 2019 年から 5 歳未満の小
児 1,800 万人を対象としたワクチン対策を実施してい
るが, 2020 年は, COVID-19 パンデミックの影響によ
り対策に遅れが生じている。AFR で流行しているウ
イルスの遺伝子型は B3 型であった。
参考文献

1） https://www.who.int/immunization/monitoring_

surveillance/burden/vpd/surveillance_type/active/

measles_monthlydata/en/

2） https://www.paho.org/en/documents/measles-

rubella-weekly-bulletin-53-2-january-2021

3） https://iris.paho.org/bitstream/handle/10665.2/ 

53240/EpiUpdate1February2021_eng.pdf?sequence= 

1&isAllowed=y

4） https://www.euro.who.int/__data/assets/pdf_

f ile/0011/492833/WHO-EpiData-January-December-

2020-eng.pdf

5） https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/ 

10665/339779/Measles-Rubella-Bulletin-2021-Vol-15-

No-01.pdf?sequence=1&isAllowed=y

6） https://www.who.int/docs/default-source/

searo/ivd/sear-mr-bulletin-q2-2020-(10-7-2020).

pdf?sfvrsn=9155c2e1_2

7） https://www.who.int/teams/immunization-vaccines-

and-biologicals/immunization-analysis-and-insights/

global-monitoring/immunization-coverage/who-

unicef-estimates-of-national-immunization-coverage

国立感染症研究所ウイルス第三部
染谷健二　大槻紀之　竹田　誠

＜特集関連情報＞
大阪府内における麻疹特異的抗体の保有状況と麻疹
発生動向

麻疹は麻疹ウイルスにより生じる熱性発疹性疾患
で, 予防にはワクチン接種が有効である。現在日本国
内では麻しん風しん混合 （MR） ワクチンの 2 回接種が
定期接種として導入されているほか, 日本国内で麻疹
を疑うすべての症例には基本的に遺伝子検査が行われ
ている。高いワクチン接種率と地方衛生研究所が担う
質の高いサーベイランスの実施により, 2015 年には日
本国内からの麻疹排除が WHO 西太平洋地域事務局に
より認定され, 現在も麻疹排除は継続している。本稿
では大阪府内における麻疹特異的抗体の保有状況と麻
疹発生動向について報告する。
大阪府内の麻しんワクチン接種率と抗体価の推移
現在, 大阪府内の MR ワクチンの第 1 期接種率はお

おむね 95％に達しているが, 第 2 期接種率は2006 年
の制度開始当初 （89％） から年々上昇しているものの,  

現在まで 1 度も95％に達しておらず, 十分とは言えな
い。特に 2008 年から 5 年間の時限措置として実施さ
れた第 3 期接種 （中学 1 年生対象） および第 4 期接種  

（高校 3 年生相当年齢対象） では, 大阪府内の接種率
はそれぞれ 77-87％および 68-82％と低く, 今後, 当
該の年代の患者 （2021年 4 月 1 日現在 21～31 歳に相
当） 発生動向に注意が必要である。
毎年実施されている感染症流行予測調査事業麻疹

PA 抗体価調査において, 大阪府内の健常人の麻疹抗体
陽性率 （PA 抗体価 1 : 16） は, 定期 2 回接種導入以降,  

2 歳以上のすべての年齢群で 95％以上を達成, 維持し
ている （図 1 ）。一方で抗体保有者における幾何平均抗
体価は 2 回接種導入以前 （2003～2006 年） より低下し
ており, 特に麻疹排除達成以降 （2015～2020 年） は  

2 回接種導入以前と比べて10～14 歳以上の年代ではす
べての年齢区分で低下がみられた （図 1 ）。麻疹特異的
抗体価の低下は, 麻疹排除達成以降, 国内の麻疹発生
が減少し, ブースター効果を得る機会が大きく減少し
たためであると考えられ, 集団免疫の低下による麻疹
再流行予防のためには, 今後も継続的に集団における
抗体価の推移を注視していく必要がある。
大阪府内の麻疹発生状況
全数把握が開始された 2008 年に 392 人の患者が報告
されて以降, 患者数は大きく減少し, 2015 年にはこれ
までで最も少ない年間 2 例に達した （次ページ図 2 ）。
しかし, 2015 年の麻疹排除達成以降, 大阪府内での麻
疹患者数は増減を繰り返しており, 海外からの輸入症
例や, ワクチン接種歴を有し典型的な臨床症状をみな
い成人修飾麻疹患者が占める割合が増加している。特
に修飾麻疹の割合は, 麻疹排除達成前は 0 -38.0％で
推移していたが, 排除後は 44.0-100％で推移しており,  

顕著な増加がみられた。これらの状況は, サーベイラン
スの質の向上と先述の麻疹抗体価の低下を反映してい
ると考えられ, 今後も修飾麻疹患者の増加傾向は強くな
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図 1. 大阪府感染症流行予測調査 麻疹PA抗体陽性率の推移
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ると予想される。修飾麻疹患者はウイルス排泄量が少な
い傾向にあり1）, 感染伝播リスクは低いが, 免疫を持た
ない感受性者への伝播は報告されている2）。したがって
麻疹患者発生時の接触者調査や緊急ワクチン接種など
の対応は, 今後も継続する必要があると考えられた。
謝辞 : 感染症発生動向調査事業, 感染症流行予測調
査事業にご協力いただいている諸機関の先生方, 関係
者の皆様に深謝いたします。
大阪府健康医療部　大阪市保健所　堺市保健所　東
大阪市保健所　高槻市保健所　枚方市保健所　豊中市
保健所　八尾市保健所　寝屋川市保健所　吹田市保健
所　堺市衛生研究所　府内協力医療機関　大阪健康安
全基盤研究所微生物部　大阪健康安全基盤研究所公衆
衛生部
参考文献

1） Hahné, et al., J Infect Dis 214 （12）: 1980-1986, 2016

2） Kurata, T, et al., Vaccine 38 （6）: 1467-1475, 2020

大阪健康安全基盤研究所
倉田貴子　上林大起　
森　治代　本村和嗣　
微生物部ウイルス課　

＜特集関連情報＞　
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に
おける感染症対策としての麻しんワクチン接種

はじめに
新型コロナウイルス感染症 （COVID-19） の世界的
大流行 （パンデミック） により, 2020 年に予定されて
いた東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会  

（東京 2020大会） は 2021 年に延期され, オリンピックは
2021 年 7 月23日～ 8 月 8 日の日程で, パラリンピックは
同年 8 月24日～ 9 月 5 日の日程で行われた。オリンピッ
ク競技は開催自治体である東京都および 8 道県の会場
で行われ, およそ 200 の国と地域から選手団が参加し
た。東京 2020 大会では, 海外からの観客を受け入れな
いことが決定され, オリンピックでは 1 都 1 道 4 県にお
いては無観客, 3 県では有観客による開催となった。
このように今大会においては, 同一期間, 同一場所
に多くの人が集まるマスギャザリングという状況は生
じにくく, さらに COVID-19 に対する飛沫・接触感染
対策の徹底により, 大会期間中の感染症発生のリスク
は COVID-19 流行前と比較し低くなった。
一方で, こうした状況下であっても, 感染伝播や,  

大規模事例の懸念, 高い重症度などから, 麻疹, 侵襲
性髄膜炎菌感染症, 中東呼吸器症候群, 腸管出血性大
腸菌感染症は, 東京 2020 大会において十分に注意す
べき感染症であることに変わりはない 1）。参考とし
て, 国の通知に基づき都が 2017 年度に実施したリス
ク評価の結果 （一部改変・追加あり） を次ページ表に
示す 2）。
麻疹については, 2021 年時点において国内外での流行

状況は低調であるものの, 海外の一部地域では発生がみ
られており, 輸入例を発端にワクチン接種率の低い集団
での感染拡大のリスクがある1）。今回, 東京 2020 大会で
の感染症対策の一環として実施された大会関係者等へ
の麻しんワクチン接種の取り組みについて報告する。
麻しん風しん混合ワクチンの接種
国では, 麻しん・風しんに関する特別対策を 2020 年
に打ち出し3）, 30 歳以上でかつ, 罹患歴・予防接種歴
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の確認できない大会関係に従事する
者等 （＊） に対し, 国の費用負担によ
り麻しん・風しん混合 （MR） ワクチ
ンの接種を実施した。

＊大会関係業務に従事する者 （警察官,  

税関・検疫等職員等）, 大会運営等に
著しい悪影響を及ぼす可能性のある者  

（官邸職員・スポーツ庁職員・内閣官
房オリパラ事務局職員等）, 大会運営
関係者 （組織委員会職員, 日本オリン
ピック委員会職員等, 選手, コーチ,  

スタッフ, 審判等競技関係者）, 選手
村・競技会場内等で多くの訪日外国人
と接触する機会のある者 （民間警備員,  

誘導員, 食堂接客スタッフ等, 大会ボ
ランティア） 

次に東京都におけるボランティア
への接種の取り組みについて述べる。
東京都で採用したボランティアは, 空
港や多数の都内競技会場周辺等で, 多
くの訪日外国人等と接触する機会の
ある業務に従事する。都ではこのボラ
ンティアに対し, 国の特別対策を踏ま
え, 観客および大会関係者等への麻疹
の感染拡大を防ぐために麻しん含有
ワクチンの接種を実施することとし
た。
シティキャスト （空港や競技会場の

最寄り駅などで, 会場への道案内や観
光案内を担う 「都市ボランティア」 の
こと） のうち, 麻疹・風疹の罹患歴および予防接種歴
が確認できない, 2021年 4 月 2 日時点で満 31 歳以上
の者を対象とした。なお, 風疹の抗体保有率が低い 40

～50 代の男性 （1962 年 4 月 2 日～1979 年 4 月 1 日生
まれの男性） へは, 国の 「風しんの追加的対策」 の制
度活用による MR ワクチン接種を案内した4）。接種対
象の想定数は 12,000 人とした。対象者のうち接種を希
望する者に, 2021 年 5 ～ 7 月にかけて接種を実施し
た。
実施方法としては, 都の費用負担により MR ワクチ
ンの接種を実施し, 接種業務については東京都医師会
に委託した。東京都医師会の協力を得て接種を実施す
る都内医療機関を設定し, 接種希望者にはクーポンを
発行して, 個別に最寄りの医療機関にて接種を受ける
仕組みとした。従前, 2021 年 5 ～ 6 月のシティキャス
トの研修時期と合わせ集団接種により実施する予定で
あったが, 「 3 つの密 （密集, 密接, 密閉）」 の発生を
回避するため個別接種に変更した。
考　察
麻疹は, 極めて感染力が強いウイルス性疾患であ
り, 麻疹に対する免疫がない者が感染した場合にはほ
ぼ 100％が発病する5）。

国の 「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会に向けた感染症対策に関する推進計画」 では,  

東京 2020 大会に向けた具体的な取り組みが示された。
この取り組みの 1 つとして, 水際対策や訪日外国人を
中心に多数の者と接する機会のある大会関係者等に対
し, 麻疹・風疹への感染リスクを低下させるための特別
な対策を講じるとされ, 接種歴が確認できない者に対す
る, MRワクチン接種の推奨が明記された6）。これを根
拠として大会関係者等への麻しん含有ワクチン接種の
実現につながったことは注目に値する。
東京都麻しん・風しん対策会議では, 行政・医療・

教育・企業などの関係者間で, 麻疹・風疹対策につい
て議論を進めており, 麻疹対策の 1 つの取り組みとし
て今回の麻しん含有ワクチン接種について共有し, 今
後の対策につなげていくことが重要となる7）。
麻疹が 1 例発生すると感染拡大のリスクは高く, 麻
疹の集団発生は過去にも冬季オリンピックを含む様々
なイベントで報告されている8）。今回の大会関係者等
への麻しん含有ワクチン接種は, 大会中の麻疹発生の
リスクを下げるという点で非常に意義のあるものと考
えられた。また, 希望する対象者は接種の費用負担な
くMR ワクチンを受けられ, 接種の促進につながるも

ワクチン
予防可能
感染症

新興・再興
感染症

食品媒介・
経口感染症

その他＊

麻疹
風疹

百日咳

水痘

流行性耳下腺炎

侵襲性髄膜炎菌感染症

インフルエンザ

新型コロナウイルス感染症

中東呼吸器症候群

蚊媒介感染症
（デング熱、チクングニア熱、
　ジカウイルス感染症）

腸管出血性大腸菌感染症

細菌性赤痢

腸チフス

感染性胃腸炎

A型肝炎

結核

梅毒

HIV/AIDS

○

○

○

○

○

○
○

　
　
　
　

○
○

○

○
○
○
○

○

○

○

○

○
○

○

△
小児

○

△
高齢者

○

△
デング熱

○

　

輸入例の増加 大規模集団
発生の懸念

高い
重症度

表. 東京都での東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けての感染症の
　   リスク評価（2017 年度評価実施、2021 年度一部改変・追加）

＊その他（結核、梅毒、HIV/AIDS）については、潜伏期間が長く、大会期間中のサーベイランス
   等の対応は困難であるため、本評価からは除いている
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のと思われた。国内では, COVID-19 の流行に伴う麻
しんワクチン接種率の低下が懸念される中, マスギャ
ザリングでのイベントにおける麻疹発生を防ぐだけで
なく, 大会に従事する者が積極的にワクチンを接種す
ることで, わが国全体の麻疹予防接種率の上昇の契機
になることも期待したい。
参考文献

1） 国立感染症研究所, 東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会開催に向けての感染症リスク評価  

（更新版）, 令和 3 （2021） 年 6 月23日
 https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/

corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/10471-

covid19-45.html

2） 事務連絡　厚生労働省健康局結核感染症課, 「2020 

年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向
けての感染症のリスク評価～自治体向けの手順書
～」 について, 平成29年10月 5 日

 https://www.mhlw.go.jp/f ile/05-Shingikai-

10601000-Dai j inkanboukouse ikagakuka-

Kouseikagakuka/sanko10.pdf

3） 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会に向けた感染症対策に関するワーキンググルー
プ （第 4 回）, 資料 1 , 資料 2 , 令和 2 年 2 月 7 日

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tokyo2020_

suishin_honbu/kansenshyou/dai4_wg/gijisidai.

html

4） IASR 40: 127-128, 2019

5） IASR 41: 53-55, 2020

6） 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会に向けた感染症対策に関する関係省庁等連絡会
議, 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会に向けた感染症対策に関する推進計画, 2019

年 8 月 1 日
 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tokyo2020_

suishin_honbu/kansenshyou/pdf/suishin_

honbun.pdf

7） 東京都福祉保健局ホームページ, 東京都麻しん・
風しん対策会議

 https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/

iryo/kansen/measles-rubella/mrkaigi/index.

html

8） 関場慶博, Modern Media 65 （12）: 263-269, 2019

 https://www.eiken.co.jp/uploads/modern_

media/literature/2019_12/002.pdf

東京都福祉保健局
感染症対策部　　
杉下由行　　　

＜特集関連情報＞
栃木県における麻疹検査体制とウイルス検出状況

栃木県では,  「麻しんに関する特定感染症予防指針
の一部改正について」 〔平成24 （2012） 年12月14日健感
発 1214 第 2 号厚生労働省結核感染症課長通知〕 に基
づき, 麻疹排除に向けた積極的疫学調査を感染症発生
動向調査の一環として実施している。
栃木県保健環境センター （以下, 当センター） では

麻疹疑いの検体が搬入された場合, 麻疹ウイルス遺伝
子検査を実施している。しかし, 発疹を伴うウイルス
性感染症には麻疹ウイルスの他にも数多くの原因があ
るため, 麻疹ウイルス以外のウイルスの検出も行って
いる。また, 風疹疑いで搬入された検体についても同
一項目の検査を実施している。
本稿では, 当センターにおける麻疹の検査体制およ

び, 2018 （平成 30） 年度～2020 （令和 2 ） 年度に麻疹, 風
疹疑い症例から検出されたウイルスについて報告する。
麻疹検査体制
医療機関で麻疹および風疹 （疑いを含む） と患者が診
断された場合, 医師は尿, 血液, 咽頭ぬぐい液のうち,  

2 種以上の検体を採取する。保健所により当センター
へ搬入された検体は, 麻疹ウイルス （MV） および風疹
ウイルス （RV） の遺伝子検査を実施し, 保健所を経由
して医療機関へ結果を報告する。MVとRV が陰性で
あった場合, ヒトヘルペスウイルス 6 , 7 型 （HHV6, 

7） （ 2 歳以下の症例のみ） およびヒトパルボウイル
ス B19 （B19） の検査を実施する。
ウイルス検出方法
検体は, 2018 年 4 月 1 日～2021 （令和 3 ） 年 3 月31 日

までに感染症発生動向調査により麻疹または風疹 （疑
いを含む） と診断されて当センターに搬入された 104  

症例  351 検体とした  〔2018 年度  71 症例  242 検体 ,  

2019 （令和元） 年度 25 症例 84 検体, 2020 年度 8 症例  

25 検体〕。
検査項目はすべての症例に対して MV および RV を

対象とし, これらのウイルスが検出されなかった症例に
対して HHV6, 7 （ 2 歳以下の症例のみ） および B19 を追
加した。また, 2018 年度に搬入された検体については,  

水痘・帯状疱疹ウイルス （VZV）, 単純ヘルペスウイルス  

1 , 2 型 （HSV1, 2）, エプスタイン・バーウイルス （EBV）,  
エンテロウイルス （EV）, ヒトライノウイルス （HRV）, ヒ
トパレコウイルス （HPeV） をさらに追加した。
検査方法は, MV および RV は病原体検出マニュア

ル1, 2） の通り real-time PCR を実施し, 遺伝子が検出
された検体についてはダイレクトシーケンス法により
遺伝子型を決定した。B19, VZV, HSV1, 2, EBV,  

EV, HRV, HPeV は既報 3） の通り PCR 検査を実施し,  

遺伝子が検出された検体についてはダイレクトシーケン
ス法により塩基配列を決定した。HHV6, 7 は Loopamp 
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DNA 増幅試薬キット （栄研化学） を使用して遺伝子を
検出した。
結果と考察
ウイルス検出結果を表 1 に示した。3 年間に搬入され
た全 104 症例のうち, 40 症例からウイルスが検出され
た。MVは 3 症例から, RV は10 症例から検出された。
MVおよび RV が検出されなかった 91 症例のうち, B19 

は 14 症例, HHV6 は 7 症例から検出された。2018 年度
検体にのみ実施した検査項目のうち VZV は 1 症例, 

EBV は 2 症例, HRV は 2 症例, HPeV は 1 症例から検
出された。MV, RV が検出されたのは 13 症例のみで
あったこと, MV, RV 以外のウイルスが多数検出され
たことから, 麻疹および風疹の臨床診断は困難であり, 

遺伝子検査が重要であると考えられた。また, 判定困難
な症例については患者情報や疫学情報, また他病原体
による感染も念頭に総合的な結果の解釈が必要である
と考えられた。

2018 年度に搬入された検体から検出された年齢層
別ウイルス検出状況を表 2 に示した。MV, RV 以外
で成人から検出されたウイルスはすべて B19 であった
ことから, 成人では伝染性紅班と麻疹および風疹の鑑
別が重要と思われた。一方, 小児では突発性発疹等の

報告が多い発疹性疾患の原因となる様々なウイルスが
検出された。小児では発熱を伴う発疹性疾患が多く, 

慎重な鑑別が重要と考えられた。
今回の調査では, 104 症例の 6 割以上にあたる 64 症
例で原因ウイルスの検出ができなかった。これは発疹
性疾患がウイルス性疾患の他に多様な要因により引き
起こされること等が原因と考えられる。今後は, 今回
の調査で検査を行わなかった病原体についても検索を
行い, 原因ウイルスの解明に努めたい。　
参考文献

1） 病原体検出マニュアル, 麻疹 （第 3.4 版） 
2） 病原体検出マニュアル, 風疹 （第 4.0 版） 
3） 江原　栞ら, 栃木県保健環境センター年報　第25
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栃木県保健環境センター　　　　　　　　　
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水越文徳　永木英徳　　　　　　　　　　
酒井麻衣 （前栃木県保健環境センター）　　
中島亜子 （現栃木県県北健康福祉センター）

検体搬入年度

検出ウイルス 検査検体数
（症例数）

検出検体数
（症例数）

検査検体数
（症例数）

検出検体数
（症例数）

検査検体数
（症例数）

検出検体数
（症例数）

検査検体数
（症例数）

検出検体数
（症例数）

陽性割合
（％）

MV

RV

B19

HHV6

HHV7

VZV

HSV1

HSV2

EBV

EV

HRV

HPeV

計

242
（71）

242
（71）

226
（63）

52
（16）

52
（16）

123
（62）

117
（60）

117
（60）

59
（59）

55
（55）

55
（55）

55
（55）

5
（2）

11
（6）

32
（11）

9
（5）

0
（0）

3
（1）

0
（0）

0
（0）

2
（2）

0
（0）

3
（2）

1
（1）

66
（30＊）

2
（1）

3
（3）

6
（3）

1
（1）

0
（0）

－

－

－

－

－

－

－

12
（8）

84
（25）

84
（25）

71
（20）

8
（3）

8
（3）

－

－

－

－

－

－

－

25
（8）

25
（8）

23
（8）

3
（1）

3
（1）

－

－

－

－

－

－

－

0
（0）

1
（1）

0
（0）

2
（2）

0
（0）

－

－

－

－

－

－

－

3
（3）

351
（104）

351
（104）

320
（91）

63
（20）

63
（20）

123
（62）

117
（60）

117
（60）

59
（59）

55
（55）

55
（55）

55
（55）

7
（3）

15
（10）

38
（14）

12
（7）

0
（0）

3
（1）

0
（0）

0
（0）

2
（2）

0
（0）

3
（2）

1
（1）

81
（40）

2.0

4.3

11.9

19.0

0.0

2.4

0.0

0.0

3.4

0.0

5.5

1.8

＊2症例で同一の検体から 2種類のウイルスを検出（HHV6とEBV、HHV6とHPeV）、－は検査を行っていない

計202020192018

表 1. ウイルス検出結果

MV
成人
青年
小児
計

40
5

26
71

2
0
0
2

5
1
0
6

8
0
3

11

－
－
 5＊

 5

0
0
1
1

0
0
2＊

2

0
0
2
2

0
0
1
1

25
4

14
43

＊2 症例で同一の検体から2 種類のウイルスを検出（HHV6とEBV、HHV6とHPeV）、－は検査を行っていない
   成人：20歳以上、青年：15歳以上20歳未満、小児：生後 4 週以上15歳未満

年齢層 検出ウイルス 不検出症例数
RV B19 HHV6 VZV EBV HRV HPeV

表 2. 2018年度搬入検体から検出された年齢層別ウイルス検出状況

病原微生物検出情報 Vol. 42 No. 9 （2021. 9）（188）



13

＜特集関連情報＞
麻疹疑い症例の遺伝子検査と IgM 抗体検査の併用の

必要性―沖縄県の麻疹アウトブレイク事例からの考察

本邦では,  「麻しんに関する特定感染症予防指針」  
において, 原則麻疹疑い全例に対して麻疹ウイルス遺
伝子検査による検査診断と, 医師に対しては麻疹特異
的 IgM 抗体検査の実施を求めている。2018 年の沖縄県
における麻疹アウトブレイク発生時 1, 2）, 当所に搬入さ
れた麻疹疑い全例 （578 例） に遺伝子検査を実施した。
そのうち, 約 80％が遺伝子検査により麻疹が否定された
が, 一方で遡及調査によりそれらの中に IgM 抗体陽性
例が確認された。今回, 遺伝子検査で診断された症例に
対する IgM 抗体検査の結果, ならびに麻疹ウイルス以
外のウイルス検出について検討したので報告する。

材料と方法
2018 年 3 月20日～ 6 月11日, 当所に搬入された麻疹

疑い全 578 例中, 血漿の得られた 541 例を対象に麻疹特
異的 IgM 抗体検査による遡及調査を実施した。EIA  

「生研」 麻疹 IgM （デンカ生研） を使用し, 判定は検査
キットの基準に準拠した。遺伝子検査陰性かつ IgM 抗体
陽性例については, 咽頭ぬぐい液, 血漿, 尿を対象に風
疹ウイルス （RV）, ヒトヘルペスウイルス 6 , 7 （HHV6, 

HHV7）, ヒトパルボウイルス B19 （B19）, エプスタイン・
バーウイルス （EBV）, サイトメガロウイルス （CMV）, ヒ
トパレコウイルス （HPeV）, エンテロウイルス （EV）, ア
デノウイルス （AdV） の遺伝子検査を実施した。
結　果
麻疹特異的  IgM 抗体検査を実施した 541 例は, 遺伝
子検査陽性が 93 例, 陰性が 448 例であった。

表 2. 麻疹ウイルス遺伝子検査陰性かつ IgM 陽性 24 例の特徴

*検査対象ウイルス：RV, HHV6, HHV7, B19, EBV, CMV,  HPeV,  EV, AdV

No. 年齢 性別
ワクチン
接種歴
（回）

発熱
（℃） 発疹

ワクチン接種
から発症まで
の日数（日）

発症から検体採取まで 4 日未満
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

女
男
女
男
女
男
男
女
女
男
女
男
男
男

不明
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

38.8
39.5
40.0
40.0
有

37.9
38.0
有

39.0
38.7
39.0
38.3
38.2
39.1

＋
＋
＋
＋
－
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋

2 
3 
0 
2 
1 
1 
0 
1 
3 
0 
2 
0 
0 
1 

HHV7
HHV6
CMV

HHV6
EBV, HHV6, CMV

CMV
HHV6, CMV

CMV
－

CMV
－
－
－
－

－
HHV6
－

HHV6
－
－
－
－
－

HHV6, CMV
－
－

HPeV
－

－
－
－

CMV
CMV
－

CMV
－

HPeV, CMV
－
－
－
－

2.55
1.37
1.56
4.71
1.78
1.74
3.96
6.83
1.45
5.54
2.74
2.53
2.50
2.39

不明
1 
6 

16 
25 
10 
16 
20 
85 
16 
10 
24 
42 
57 

24歳
6か月
1歳
1歳
4歳

10か月
9か月
11か月

1歳
6か月
7か月
9か月
7か月
11か月

発症から検体採取まで 4 日以降
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

男
女
女
男
女
男
女
男
男
女

2
1
1
不明

1
不明

1
1
1
1

38.0
40.6
39.3
有

38.0
39.1
38.9
有

40.4
39.4

＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋

5 
10 
6 
5 
4 
5 

10 
5 
6 
4 

－
－
－
－
－

HHV7, B19
－

HHV6, HPeV
－

HHV6

－
HHV6
CMV
－
－

B19
－

HHV6
－

HHV6

－
－

CMV
－
－
－
－
－
－

HHV6

2.05
2.25
1.23
3.89
2.15
1.29
4.56
1.42
3.82
1.37

不明
135 
41 
不明

21 
不明

8 
28 
55 
37 

21歳
1歳
1歳
29歳
7か月
45歳
6か月
1歳
1歳

10か月

発症から検体
採取までの日
数（日）

IgM抗体
指数 咽頭 血漿 尿

その他病原体の遺伝子検査結果*

発症から検体採取までの日数、 n （％）
合計 p value*

遺伝子検査陽性, n=93
　IgM陽性
　IgM陰性
　IgM判定保留

遺伝子検査陰性, n=448
　IgM陽性
　IgM陰性
　IgM判定保留

0     （0）
16（84.2）
3（15.8）

0-1 2-3 4-5 6-7 >7

9  （5.0）
169（93.9）

2  （1.1）

8（23.5）
21（61.8）
5（14.7）

5  （3.8）
122（93.8）

3  （2.3）

26（83.9）
4（12.9）
1  （3.2）

6  （6.7）
82（92.1）
1  （1.1）

9（100）
0    （0）
0    （0）

2  （6.9）
24（82.8）
3（10.3）

0     （0）
0     （0）
0     （0）

2（10.0）
18（90.0）
0     （0）

43（46.2）
41（44.1）
9  （9.7）

24  （5.4）
415（92.6）

9  （2.0）

<0.001

0.316

*Fisher’s exact testによる発症後 0-3 日と4 日以降の麻疹 IgM 抗体陽性・陰性・判定保留の分布の統計学的有意差

表 1. 麻疹疑い 541 例の麻疹ウイルス遺伝子検査結果別発症から検体採取までの日数とIgM 抗体検査結果
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遺伝子検査陽性 93 例はすべて発症後 7 日以内に検
体が採取されていた。93 例の IgM 抗体陽性率は46.2％  

（43 例） であり, 発症後 4 日以降に有意に高い陽性率
を示した （前ページ表 1 ）。遺伝子検査陰性 448 例の発
症から検体採取までの日数の中央値 （範囲） は 2 日  

（ 0 -18日） であった。448 例のうち, IgM 抗体陽性が
24 例 （5.4％） 認められた。そのうち14 例は発症後 3 日
以内に検体が採取されており, 14 例中 13 例は 1 回の麻
しん含有ワクチン （MCV） 接種歴を有する 1 歳以下で,  

MCV 接種から発症までの日数の中央値 （範囲） は 16

日 （ 1 -  85日） であった。24 例中 10 例は発症後 4 日以
降に検体が採取され, うち 7 例は 1 回の MCV 接種歴を
有する月齢 6 か月～ 1 歳児であった （前ページ表 2 ）。
7 例の MCV 接種から発症までの日数の中央値 （範
囲） は 37日 （ 8 - 135日） であった。発症後 4 日以降の
遺伝子検査陰性かつ IgM 抗体陽性 10 例の IgM 抗体指
数の中央値 2.10 （四分位範囲  1.38-3.43） は, 発症後  

4 日以降の遺伝子検査陽性かつ IgM 抗体陽性 35 例の中
央値 7.94 （四分位範囲 3.96-10.87） と比較して, 低値の
傾向を示した （Mann-Whitney U test, p＜0.001）。
また, 遺伝子検査陰性かつ IgM 抗体陽性 24 例につい
て, 麻疹ウイルス以外のウイルス遺伝子検出を検討し
たところ, 15 例 27 検体 （咽頭ぬぐい液 12, 血漿 9 , 尿  

6 検体） から HHV6, HHV7, B19, EBV, CMV,  

HPeV 遺伝子が検出された （前ページ表 2 ）。
まとめ
今回, 麻疹疑い症例に対する遺伝子検査と IgM 抗

体検査結果を解析し, 両検査法の併用の必要性を改め
て評価した。
麻疹遺伝子検査陽性例の発症から検体採取までの日
数と遺伝子検査および IgM 抗体検査結果の関係から,  

遺伝子検査は発症後 7 日以内, また IgM 抗体検査は
発症後 4 日以降で診断的価値が高いと示唆された。こ
れらは既報と相違ない結果であった3）。
一方, 遺伝子検査陰性例において, 24 例の IgM 抗体

陽性例が認められた。うち, 発症後 3 日以内の14 例に
は直近の MCV 接種や, その他病原体の遺伝子検出が
認められたことから, MCV 接種による麻疹 IgM 抗体
が残留している可能性や, その他病原体の感染による
IgM 抗体価上昇の可能性も考えられた。発症後 3 日以
内の麻疹が疑われる症例については, IgM 抗体検査の
みによる判定ではなく, 麻疹遺伝子検査の実施に加え
て, MCV 接種歴の情報も必要であると示唆された。
また, 発症後 4 日以降の10 例についても, MCV 接種歴
や麻疹以外のウイルス検出が認められたこと, さらに
遺伝子検査陽性例の IgM 抗体指数と比較して低値で
あったことからも, 既報と同様に3）, MCV 接種歴のあ
る症例や他病原体感染例では, 発症後 4 日以降であっ
てもIgM 抗体検査のみによる麻疹の判定は難しい可能
性が示唆された。一方, 残りの 2 例は IgM 抗体検査結

果から麻疹であった可能性は否定できない （前ページ
表 2 , 発症から検体採取まで 4 日以降 No. 1 & 4 ）。
麻疹排除状態においては, 疾患の有病率が低下する
につれて IgM 抗体検査の陽性予測値は低下し, 偽陽
性例が増加するとの報告があることから4, 5）, 今後も
排除状態の維持のためには, 適切な時期に採取された
検体と適切な方法による検査診断が重要であり, かつ
判定困難な症例については, ワクチン接種歴を含む患
者情報や疫学情報, また他病原体による感染も念頭に
総合的な検査結果の解釈が必要である。
参考文献

1） 久髙　潤ら, IASR 40: 53-54, 2019

2） 久場由真仁ら, IASR 40: 54-55, 2019

3） WHO, the Manual for the laboratory diagnosis of 

measles and rubella virus infection, 2nd edition, 2007

 https://www.who.int/ihr/elibrary/manual_diagn_

lab_mea_rub_en.pdf

4） Dietz V, et al., Bull World Health Organ 82 （11）: 
852-857, 2004

5） Hübschen JM, et al., Clin Microbiol Infect 23 （8）: 
511-515, 2017

沖縄県衛生環境研究所衛生生物班　　
久場由真仁　仁平　稔　眞榮城徳之
大山み乃り　柿田徹也　久手堅　剛
髙良武俊　喜屋武向子　　　　　　

＜特集関連情報＞
麻疹検査診断における現在の課題

背　景
日本は世界保健機関 （WHO） により, 2015 年 3 月に
麻疹排除国に認定され, 以降この状態を維持することが
目標となっている。WHO の麻疹排除認定の条件には,  

麻疹と診断された患者 1 例 1 例の迅速, かつ正確な検査
診断が求められており, 現在国内では 「麻しんに関する
特定感染症予防指針」 に基づき, 原則, PCR 検査の実施
に基づいた麻疹患者の診断が求められている。過去  

5 年の日本の麻疹患者届出状況は, 2017年 186 例, 2018  

年 279 例, 2019 年 744 例, 2020 年 12 例, 2021 年 3 例  

（第 27 週時点） であり, 2006 年からの麻しん含有ワクチ
ン （MCV） 2 回接種の導入や, 2008 年から 5 年間, 中学  

1 年生, 高校 3 年生相当年代へ 2 回目の MCV 接種機会
を設けたことによる 2 回接種者の増加に伴い, 非常に少
ない報告数で推移している。しかし, 2020 年 2 月以降,  

新型コロナウイルス感染症の流行による国外からの麻
疹ウイルスの持ち込みがほとんどない状況下におい
て, 2020 年 6 症例, 2021 年 3 症例が PCR 検査陰性また
は未実施であるものの, IgM 抗体検査陽性のために麻
疹症例として報告されている。
そこで今回, 感染症発生動向調査 （NESID） に届け
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出られた麻疹患者の PCR 検査と IgM 抗体価との関連
について評価し, 検査診断における課題を明らかにす
るとともに, 麻疹排除維持に必要な取り組みについて
検討することとした。
対象と方法
1. 対　象
2017～2019 年に NESID に登録された麻疹届出症例  

（臨床診断例除く） のなかで, PCR 検査結果, IgM 抗体
価, 発疹出現日, 検体採取日が把握可能な症例 （検査の
実施状況や抗体価に関しては, 備考欄の記載情報でも
可とした） を評価対象とした。なお, 発疹出現前に IgM  

抗体検査を実施した症例, ペア血清による診断例, PCR  

検査と IgM 抗体検査の検体採取日が異なる症例は評価
対象外とした。

2. 方　法
PCR 検査を実施し陽性かつ上記情報すべてが得られ

た症例 96 例をPCR （＋） 群, PCR検査を実施し陰性か
つ上記情報すべてが得られた症例 15 例を PCR （－） 群  

（当検討の定義上, IgM 抗体価は 1.21 以上） として, 基
本属性, ならびに麻疹特異的 IgM 抗体価について比較
検討した。2 群の有意差検定には, ピアソンのカイ二乗
検定あるいはウィルコクソンの順位和検定を用いた。有
意水準は両側 ＜0.05 とした。さらに, IgM 抗体価と発疹
出現日から検体採取日までの期間の関連性について解析
した。IgM 抗体価は 1.21 以上を陽性, 1.21未満を陰性と
した。なお, 抗体価 0.8 未満はすべて0.8 として解析した。

結　果
PCR （＋） 群と PCR （－） 群症例における基本属性
を表に示す。両群での性別については, 検定の結果,  

統計学的な有意差が認められたが, 年齢およびワクチ
ンの接種歴では有意差は認められなかった。したがっ
て, 両群の抗体価に対する年齢やワクチン接種の有無
による影響は少ないと考えられた。

IgM 抗体価の分布では, PCR （＋） 群では中央値
7.7 （四分位範囲 : 1.5-9.9） , PCR （－） 群では中央値
3.9 （四分位範囲 : 1.8-9.3） であったが, 統計学的な有
意差は認められなかった。

PCR （＋） 群とPCR （－） 群症例における男女別の
発疹出現日から検体採取日までの日数と IgM 抗体価の
分布を図に示す。男女ともに PCR （＋） 群においては,  

発疹出現 3 日目以内の場合には IgM が陰性になる症例
を認めたが,  4 日目以降には認められなかった。

IgM 抗体検査に適切な検体採取時期は 4 ～28日で
あるため1, 2）, 発疹出現 4 日目以降の 2 群間のIgM抗
体価に着目した結果, PCR （＋） 群では中央値 10 （四
分位範囲 : 4.2-11.6） , PCR （－） 群では中央値 7.8 （四
分位範囲 : 2.4-10.6） であり, 有意差は認められなかっ
た。PCR （＋） 群では, IgM 抗体価≧ 5.0 が 73％, 1.21≦
IgM 抗体価 ＜5.0 が 27％, PCR （－） 群では, IgM抗体
価≧5.0 が 60％, 1.21≦ IgM 抗体価＜5.0 の事例が 40％
認められた。なお, PCR （－） 群におけるIgM 抗体価
≧5.0 である症例のPCR 検査検体採取日は, 発疹出

n n
性別

年齢中央値 ［四分位範囲］
ワクチン接種歴 

男性
女性

有（1 回以上）
無または不明

61
35
28
30
66

64
36

［19-36］
31
69

5
10
34
5

10

33
67

［23-46］
33
67

0.03

0.05
0.87

PCR（＋） n=96 PCR（－） n=15 
（％） （％）

p値

表. PCR（＋） 群と PCR（-） 群症例における基本属性

図. PCR （＋） 群とPCR （-） 群男女別における発疹出現日から検体採取日までの日数とIgM 抗体価の分布
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PCR （＋） 群 男性 （n=61）

PCR （＋） 群 女性 （n=35）

PCR （－） 群 男性 （n=5）

PCR （－） 群 女性 （n=10）

1.21

1.21

IgM抗体価

発疹出現～検体採取までの日数
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現 4 日目と14日目であった。
また, PCR 検査と IgM 抗体検査日が異なり今回除

外となった症例のうち 96％は, PCR 検査よりIgM 抗
体検査の検体採取日が早かった。
考　察
前ページ図の結果から, 患者は発疹出現 3 日目以内に

医療機関を受診し検体採取することが多いことが推察さ
れるが, PCR 検査陽性の麻疹患者の場合でも, その時点
では IgM 抗体価が上昇せず, 抗体検査陰性と判断される
可能性がある。そのため, この時期に IgM 抗体価のみで
判断していた場合, 麻疹を見逃してしまう可能性がある。
麻疹を診断するために実施するPCR 検査に適切な検

体採取時期は発疹出現後 1 週間以内とされている
が, この時期を過ぎて採取された検体を用いた PCR 検
査で陰性となった症例において, IgM 抗体価が陽性で
あった症例は麻疹の可能性を否定できなかった。 

以上により, IgM 抗体価のみでの麻疹の診断には限
界があり, 適切な採取時期, 方法によって得られた検
体を用いた PCR 検査やペア血清による IgG 抗体検査
など, 複数の検査を併用し, 総合的に判断する必要が
ある。また, 正確な麻疹の診断には, 検査結果に加え,  

臨床症状や渡航歴, ワクチン接種歴, 地域の流行状況
などの疫学情報も併せて検討する必要性がある。
医療機関における PCR 検査と IgM 抗体検査の検体
採取においては, 同日以外には大部分が PCR 検査の検
体より先に IgM 抗体検査の検体採取をしている状況が
見受けられることから, IgM 抗体検査用検体の採取に
併せて, 発病後 1 週間以内の検体が検査に有用である  

PCR 検査のための検体も必ず採取していただくこと
で, PCR 検査および IgM 抗体検査の迅速かつ確実な実
施につないでいくことができると考えられた。
麻疹の排除状態を維持するためには, 患者 1 例 1 例
の迅速かつ正確な検査診断が重要である。
参考文献

1） 病原体検出マニュアル 麻疹 （第 3.4 版） 平成 29 年 4 月
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＜特集関連情報＞　
WHO 西太平洋地域における麻疹排除事業―これま
での20年とこれからの10年

1. 2003～2012年
2003 年, 世界保健機関 （WHO） 西太平洋地域委員

会 （WPRC） は, 従来の定期ワクチン接種のみでは麻
疹の罹患と死亡をさらに減少させるのは困難であると
して, WHO 西太平洋地域 （WPR） から麻疹を排除す
ることを決議し, 『WPR における麻疹排除行動計画』 1）  

を承認 2）, 2005年には, WPR における麻疹排除を  

2012 年までに達成することを決議した3）。
麻疹排除の基本戦略である, 定期ワクチン接種率の

改善と麻しんワクチン 2 回接種の導入, 全国規模でのワ
クチン一斉接種の実施, 全症例を調査・報告するサーベ
イランスの構築, 実験室診断の設置とそのネットワーク
化 2, 4） の実施により, 2012 年には, 地域全体の麻疹の罹
患数は, それまでで最低になった （次ページ図 1 ）。

2. 2013～2016年
2012 年, WHO は WPR 麻疹排除認証委員会 （RVC）  

を設立し, 麻疹排除の達成と持続を認証するための基
準を設定, 2013 年には各国が自国の麻疹排除認証委員
会を設立し, 2014 年から麻疹排除の認証が毎年行われ
るようになった4）。2014～2018 年までの間に, 韓国,  

オーストラリア, モンゴル, マカオ （2014 年）, 日本,  

カンボジア, ブルネイ （2015 年）, 香港 （2016 年）,  
ニュージーランド （2017 年）, シンガポール （2018 年）  
が, それぞれ, RVC により麻疹排除状態にあると認証
された。
同時期, 2003 年に策定された 『WPR における麻疹排
除行動計画』 だけでは, すべての国において, 排除を達
成し維持することは困難であることを示す課題も明らか
になった。次ページ図 2 に示すように, 土着性ウイルス
の伝播が続いていた中国 （遺伝子型 H1 ウイルス） と
フィリピン （B3） で, 2013 年から全国規模でのウイルス
伝播の再興が起きた。それに伴い, これらからの輸入麻
疹により, モンゴル （H1）, ベトナム （H1, D8）, ラオ
ス （H1）, パプアニューギニア （B3）, ソロモン諸島
国 （B3）, ミクロネシア （B3） で全国規模の流行が起き,  

麻疹排除を達成した国では輸入麻疹の流行が続いた。
さらに, これまでワクチン接種戦略の対象とされてこな
かった年齢層 （乳児, 青少年, 若年成人） や, 保健医療
施設や特定の集団 （僻地や都市スラム） での流行が目立
つようになった5）。

3. 2017～2020年
2013～2016 年の麻疹流行の再興を繰り返さないため

に, さらに, 麻疹排除事業を麻しん風しん （MR） ワク
チンを用いて実施することにより風疹排除も実現する
ために, 2017 年, WHO は 『WPR における麻疹排除・
風疹排除のための新しい戦略と行動計画』 6） を作成し,  

WPRC がこれを承認, 加盟国への実施を勧告した7）。
この時期, 中国では毎年, 麻疹の報告数は減少し続

け, 2019 年以降土着性の H1 ウイルスは検出されなく
なった。2019 年には, ニュージーランド （B3, D8）  
で大規模な流行があり, 同年下半期のサモア （B3）,  
トンガ （D8）, フィジー （D8） での輸入麻疹の大規模
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な流行の発端となったが, 迅速かつ大規模な流行対応
ワクチン接種により, 島しょ国での流行は2020年の第  

1 四半期には収束した （図 2 ）。
この間の主要課題は, フィリピンにおいて小児の間
の感受性人口の蓄積に適切な対応がなされず, 2018～
2019 年にかけて B3 ウイルスが小児の間で再度流行し,  

全国規模で土着性ウイルスの伝播が再興したこと, な
らびにベトナム （D8） とマレーシア （B3とD8） にお
いてウイルス伝播が持続したこと, であった （図 2 ）。

4. 2021年以降
2020 年の上半期から2021 年 7 月現在までにかけて,  

WPR では, 麻疹ウイルスの伝播はこれまでで最も低
いレベルになり （図 2 ）, それまで検出されていた 4 つ
の遺伝子型 （H1, B3, D9, D8） のうち, H1 とD9 が検出
されない状態が続いている。一方で, 新型コロナウイ
ルスの世界流行への対応に伴い, 多くの国において定
期ワクチン接種率が低下し, 小児の間の感受性人口の
増加が懸念されている。

2020 年, WHO は, さらに多くのワクチンで予防可
能な疾患 （VPD） の排除を目指し, ①定期接種, 一斉
接種, 職域接種, 高リスクへの集団接種, 流行対応接
種などを組み合わせ, ワクチン接種を小児から全年齢
層に拡大すること, ②サーベイランス, 実験室診断
ネットワーク, VPD に関するデータ分析を統合的に
運用し, エビデンスに基づいて VPD 政策を立案し実
施すること, ③VPD の流行の対応準備と応急対応を
強化すること, を骨子とした 『WPR における VPD と
ワクチン接種に関する総合戦略 （2021-2030 年）』 8） を
作成し, 同年10月, WPRC がこれを承認した9）。2021

年初旬から各国で始まっている新型コロナウイルス感
染症 （COVID-19） に対するワクチンの導入と接種は,  

この総合戦略の実施を加速するもので, 同年 6 月の

WPR 技術諮問委員 （TAG） 会議では, COVID-19 対策
を通して成人層や職域でのワクチン接種を定着させ,  

麻疹排除と風疹排除に活用することが勧告された。
2020 年代前半における WPR における麻疹排除事業

の重点目標は, COVID-19 へのワクチンによる対応の
なかで, 『WPR における麻疹排除・風疹排除のため新
しい戦略と行動計画』 と 『WPR における VPD とワク
チン接種に関する総合戦略 （2021-2030 年）』 の実施を
加速させ, ①フィリピン （B3）, ベトナム （D8） および
マレーシア （B3とD8） における土着性ウイルスの流行
の再興を予防し, その伝播を遮断すること, ②輸入麻
疹の流行の拡大を最小限に抑えること, ③麻疹排除国
において排除状態を維持すること, ④太平洋島しょ地
域とモンゴルにおける麻疹排除を認証すること, ⑤中
国における H1 ウイルスと WPR における D9 ウイルス
の排除を実現し証明すること, である。
参考文献

1） WHO Reginal Off ice for the Western Pacif ic, 

Western Pacif ic Reginal Plan of Action for 

Measles Elimination Manila, 2003

2） WHO, Regional Committee Resolution WPR/

RC54.R3. Expanded Programme on Immunization: 

Measles and Hepatitis B Manila, 2003

3） WHO, Regional Committee Resolution WPR/

RC56.R8. Measles Elimination, Hepatitis B Control 

and Poliomyelitis Eradication Manila, 2005

4） 高島義裕, 臨床とウイルス 45 （1）: 22-31, 2017

5） 高島義裕, 小児科 58 （4）: 387-396, 2017

6） WHO Regional Off ice for the Western Pacif ic: 

Regional strategy and plan of action for measles 

and rubella elimination in the Western Pacif ic, 

Manila, 2018
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図 1. WHO 西太平洋地域における麻疹の年間報告数 （2000～2020年）

図 2. WHO 西太平洋地域における麻疹の国別発症月別報告数 （2010年～2021年 6 月）
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7） WHO, Regional Committee Resolution WPR/

RC68.R1. Measles and Rubella Elimination 

Brisbane, 2017

8） WHO, Regional Committee Document WPR/

RC71/6. Vaccine-preventable diseases and 

immunization Manila, 2020

9） WHO, Regional Committee Resolution WPR/

RC71.R1. Vaccine-preventable diseases and 

immunization Manila, 2020

世界保健機関　　　　　　　　
西太平洋地域事務局　髙島義裕

＜国内情報＞
保育施設におけるヒトパラインフルエンザウイルス  

3 型による集団感染事例－宮城県

ヒトパラインフルエンザウイルス （human parainf luenza 

virus: HPIV） は小児の急性呼吸器感染症の原因ウイル
スの 1 つであり, HPIV1 型から HPIV4 型の 4 つの型
に分類される。現在, 1/3 型はヒトレスピロウイル
ス 1/3, 2/4 型はヒトオルトルブラウイルス 2/4 と分類
されているが, 本稿では HPIV のウイルス名を用いる。
HPIV3 型は伝播力が強く, 小児科病棟などで流行も報
告されている1）。飛沫感染により伝播し, 2 ～ 6 日の潜
伏期を経て発熱, 咳, 上気道炎などを引き起こす。

2021 年 6 月20日～ 7 月16日にかけて, 宮城県内の保
育施設 （ 1 歳児クラス 6 名, 2 歳児クラス 11 名の計 17

名, 職員 6 名） において, HPIV3 型が原因と考えられ
る呼吸器感染症の集団発生事例が確認されたので, そ
の概要を報告する。

2021 年 6 月28日に当該保育施設から所轄保健所に
呼吸器症状を呈する幼児が多数発生したと報告があっ
た。保健所が施設内の患者発生状況を調査したところ,  

2021 年 6 月20日～ 6 月28日の間に発熱 （37.5-40 ℃）,  
咳, 鼻汁を主症状とする幼児が 13 名確認された。発症
者 13 名のうち 4 名は受診先の医療機関で RS ウイル

ス, 新型コロナウイルス （SARS-CoV-2）, アデノウイ
ルス, ヒトメタニューモウイルス等の検査を受けてい
たが, いずれも陰性であった （表）。
保健所は, 当該保育施設に感染対策の指導を行うと

ともに, 原因を明らかにするため, 当該保育施設およ
び発症者の家族ならびに受診医療機関と調整後, 発症
者 5 名から鼻腔ぬぐい液を採取し, 当センターに検査
を依頼した。当センターでは, SARS-CoV-2, インフル
エンザウイルス （A-C 型）, HPIV （ 1 - 4 型）, RS ウイ
ルス, ヒトメタニューモウイルス, アデノウイルス, ヒ
トボカウイルス, ヒトコロナウイルスおよびヒトライノ
ウイルスを対象とした RT-PCR 法 2） または PCR 法 3） に
よる遺伝子検出を実施した。その結果, 5 名全員から  

HPIV3 型に特異的な増幅産物が得られた。さらに, ダ
イレクトシーケンス法により PCR 産物の塩基配列を解
析したところ HPIV3 型であった。検出されたHPIV3 型
の塩基配列  （hemagglut in in-neuraminidase 

glycoprotein 遺伝子領域 141bp） は 100％一致し, その
他の呼吸器ウイルスは検出されなかったため, 本事例
は HPIV3 型による集団感染事例と考えられた。
なお, 当該保育施設では 7 月16日以降, 新たな患者

は確認されていない （ 7 月26日現在）。
2021 年 7 月現在, RS ウイルス感染症が全国的に流
行しており, 宮城県においても第 25 週 （ 6 月21日～  

6 月27日） の 1 定点医療機関当たりのRS ウイルス感
染症患者報告数が過去 5 年間と比較して約 12.5 倍に
急増し4）, その後も県内全域で患者報告数は増加して
いる。当該保育施設が所在する保健所管内においても,  

RS ウイルス感染症の集団感染事例が 4 月30日から発
生しているが, その一方で本件を境に原因不明の呼吸
器感染症の集団感染事例の報告が散見されており, 現
在も発生が続いている。今回, HPIV3 型が検出された
幼児の同居家族において, 咳, 発熱等の症状を呈して
いる者もいるとの情報があることから, HPIV3 型が地
域流行している可能性も推察される。今後も県内の呼
吸器感染症の調査を継続し, 患者報告数等の動向を注

表. 保育施設における発症者およびウイルス検出状況
No.

クラス A は 1 歳児クラス、クラス B は 2 歳児クラスを表す
RSV：RSウイルス,  AdV：アデノウイルス,  SARS-CoV-2：新型コロナウイルス,  hMPV：ヒトメタニューウイルス,  HPIV：ヒトパラインフルエンザウイルス,  NT：検査せず

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13

6/20
6/25
6/25
6/26
6/20
6/26
6/22
6/23
6/25
6/25
6/26
6/25
6/25

男
女
男
女
女
男
女
男
女
女
女
男
男

2
1
1
1
2
1
2
2
2
2
2
2
2

A
A
A
A
A
A
B
B
B
B
B
B
B

咳，発熱（38.5℃）
発熱、咳，鼻汁

発熱、咳，鼻汁，嘔吐
発熱（38.2℃），鼻汁，咳
鼻汁，発熱（38.2℃），咳
発熱，鼻汁，咳
発熱，鼻汁，咳
発熱

発熱（40℃），鼻汁，咳
発熱

発熱（40℃），鼻汁，咳
発熱（37.5℃），咳，鼻汁
発熱（39℃），鼻汁，咳

有
有
無
無
無
有
有
無
無
無
無
無
無

有
有
有
有
有
有
有
不明
有
有
有
有
有

NT
NT
NT
NT
NT
NT

RSV（－）
NT

RSV（－），AdV（－）
RSV（－），SARS-CoV-2（－），ｈMPV（－）

RSV（－）
NT
NT

HPIV3型
HPIV3型

HPIV3型

HPIV3型

HPIV3型

発症日 性別 年齢（歳） クラス 症状 同居者の症状の有無 受診 受診医療機関の検査結果 検出されたウイルス遺伝子
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＜国内情報＞
2021年春の RS ウイルス感染症流行－大阪市

RSウイルス （RSV） 感染症は, ほぼすべてのヒトが  

2 歳までに罹患する呼吸器感染症で, 日本の感染症法で
は 5 類感染症 （小児科定点疾患） に定められている。国
内における RSV 感染症の流行は, 2017 年以降, 第 31～
43 週 （夏～秋） に発生する傾向にある1）。RSVは, G タン
パクの性状の差から 2 つのサブグループ  （RSV-A,  

RSV-B） に大別され, さらに複数の遺伝子型に分類され
る2）。近年の国内では, RSV-A （ON1 型） および RSV-B  

（BA9 型） が優勢である2, 3）。全国における 2020 年の
RSV 感染症患者 （患者） の定点からの報告数は 18,096  

人で, 前年の 140,093 人と比べて 87％減少した4, 5）。し

かしながら, 2020 年第 49 週から鹿児島県, 宮崎県, 沖
縄県を中心に小児科定点医療機関当たりの患者報告
数 （定点報告数） は徐々に増加し, 2021 年第 21 週では,  

全国各地で RSV 感染症の流行が発生している6, 7）。大
阪市内においても 2021 年第 2 週以降, 定点報告数が増
加し, 例年と比べて大きく異なる流行期を認めた。本
稿では, 2021年における例年と異なる時期のRSV 感染
症の流行要因を探るために, 過去10 年間にわたる大阪
市内の患者発生状況の分析, ならびに 2021年第 1 週以
降に検出された RSV の分子疫学的解析を行ったので,  

その結果について報告する。
患者発生状況の分析は, 2012 年第 1 週～2021 年第

21 週に大阪市内の小児科定点医療機関から報告された
患者情報を基に行った。各年の週ごとにおける定点報
告数と各年に報告された患者年齢について解析した。
定点報告数は, 2017 年以降, 第 28～31 週で 1.00 を超え
るようになり, 第 35～37 週でピークに達する傾向に
あった （図 1 ）。一方, 2020 年は, 定点報告数が 1.00 を
超える週はなく （図 1 ）, 患者報告数も 374 人で, 前年
の 4,179 人と比べて 91％減少した （次ページ図 2 A）。
2021 年は, 定点報告数が第 3 週から1.00を超え始め,  

第 16 週と第 21 週では 5.00 を超えた （図 1 ）。特に,  

2021 年第 21 週の 5.41 は, 2012～2020 年で最大であった  

2019 年第 37 週の 5.47 と同等であった （図 1 ）。2021 年
第 1 ～21週では, 例年よりも 2 ～ 4 歳の報告数が多く  

（次ページ図 2 A）, 2012～2020 年に報告された患者の
平均年齢分布と比べて （従来比）, 2 歳は約 90％の増加,  

3 歳および 4 歳は各々約 100％の増加であった （次ペー
ジ図 2 B）。その一方, 0 歳が少なく （次ページ図 2 A）,  
従来比約 50％の減少であった （次ページ図 2 B）。

RSVの分子疫学的解析は, 2021 年第 1 ～16 週にRSV  

感染症と診断され, 大阪市感染症発生動向調査事業に
供与された 0 ～ 3 歳児 （年齢中央値 1 歳） の呼吸器由
来 25 検体 （鼻汁 24 検体, 喀痰 1 検体） を対象に行っ
た。real-time PCR 法を用いて, RSV-A および RSV-B  

の遺伝子検索を行い, サブグループを決定した8）。さら
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図 1. 2012～2021年の大阪市におけるRSV感染症患者の小児科定点医療機関 （定点） 当たり報告数
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に, ダイレクトシーケンス法を用いて, G タ
ンパクの C 末端側にある第 2 可変部位を
コードする塩基配列を決定し, 遺伝子型を
同定した。その結果, 14 検体が RSV-A です
べて ON1 型, 11 検体が RSV-B ですべて  

BA9 型であった。
2021年における大阪市の患者報告数は,  

冬から春にかけて増加しており, 患者年齢
は従来よりも高い傾向にあった。また, そ
の RSV の遺伝子型は, 近年の国内で優勢
を示す型と一致した。2020～2021年は, 海
外 （南アフリカ, オーストラリア, 米国）  
においても例年と異なる時期の RSV感染
症の流行が報告されている9-11）。2020 年は,  

新型コロナウイルス感染症 （COVID-19）  
の世界的大流行が発生し, マスクの着用,  

手洗いの勧奨, ならびにフィジカル・ディ
スタンスの確保等が実施された。これらの
感染予防対策は, 乳幼児の RSV 感染の減
少にも効果的であったと考えられる12）。そ
れに伴うRSV 感受性乳幼児の増加が, 2021  

年春の国内における RSV 感染症流行の一
因であった可能性がある。RSV 感受性者の
蓄積は, 季節的流行を認める従来の遺伝子
型の RSV が季節にかかわりなく流行する
原因になりうると考えられた。RSV 感染症
の流行期には重症化しやすいハイリスク児
を対象にパリビズマブを用いた重症化予防
が行われるため, その流行状況を把握する
意義は大きい。2021年夏以降も患者発生状
況の分析および RSV の疫学的解析を継続
し, RSV 感染症の流行状況について注視す
る必要があると考えられた。
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＜COVID-19 情報＞　
新型コロナウイルス感染症における積極的疫学調査
の結果について （最終報告）

本報告は, 感染症法第 15 条第 1 項の規定に基づい
た積極的疫学調査 1, 2） で集約された, 各自治体・医療
機関から寄せられた新型コロナウイルス感染症  

（COVID-19） の退院患者の情報に関する最終報告 3, 4）  

である。ただし, 本情報は統一的に収集されたもので
はなく, 各医療機関の退院サマリーの様式によるため
解釈には注意が必要である。

COVID-19 患者 770 例のデータを集計した。入院開始
日は 2020 年 1 月25日～2021年 5 月 6 日 （n=766, 不
明 4 例）, 入院期間は中央値 12.0 日 （四分位範囲 8.0-

19.0日, n=727）, 死亡退院は 39 例 （5％） であった。性別
は, 男性 440 例 （57％）, 女性 330 例 （43％）, 年齢は中央
値51.0 歳 （四分位範囲 30.0-68.5 歳） であった。何らか
の基礎疾患を有した症例は 270 例 （35％） であった。
発症時の症状として, 発熱 404 例 （52％）, 呼吸器症

状 224 例 （29％）, 倦怠感 108 例 （14％）, 頭痛 63 例 （ 8 ％）,  
消化器症状 45 例 （ 6 ％）, 鼻汁 31 例 （ 4 ％）, 味覚異常 26  

例 （ 3 ％）, 嗅覚異常 24 例 （ 3 ％）, 関節痛 24 例 （ 3 ％）,  
筋肉痛 11 例 （ 1 ％） の順に多くみられた。入院時の症
状は, 発熱 288 例 （37％）, 呼吸器症状 199 例 （26％）,  
倦怠感 83 例 （11％）, 消化器症状 58 例 （ 8 ％）, 味覚異
常 45 例 （ 6 ％）, 頭痛 46 例 （ 6 ％）, 嗅覚異常 43 例 （ 6 ％）,  
鼻汁 28 例 （ 4 ％）, 関節痛 19 例 （ 2 ％）, 筋肉痛 6 例  

（＜ 1 ％）, 意識障害 1 例 （＜ 1 ％） であった。入院中, 29

例 （ 4 ％） において合併症の記載があり, その内訳 （重
複を含む） は, 急性呼吸窮迫症候群 （ARDS） 14 例  

（ 2 ％）, 急性腎障害 7 例 （＜ 1 ％）, 人工呼吸器関連肺
炎 4 例 （＜ 1 ％）, 播種性血管内凝固症候群 （DIC） 3 例  

（＜ 1 ％）, 多臓器不全 2 例 （＜ 1 ％）, 誤嚥性肺炎 2 例  

（＜ 1 ％）, カテーテル関連血流感染 2 例 （＜ 1 ％）, 細
菌性肺炎 1 例 （＜ 1 ％） であり, このうち19 例が死亡

した。
画像は, 2 名の放射線科医師によって, 2020 年 9 月
時点で集められた 396 例の読影が行われた。入院
時 （入院日の前後 3 日を含む期間） に胸部単純 X 線写
真が撮像された 168 症例のうち, 異常所見の認められた  

79 症例 （47％） について主な所見を次ページ表に示し
た。網状粒状影, 心拡大, 浸潤影は 60 歳以上に多く認
められた。異常所見は両側 （81％）, 末梢肺野 （75％）,  
下肺野優位 （92％） に分布した （次ページ図 1 ）。一方,  

入院時に CT 画像が撮像された 269 例のうち, 異常所見
の認められた 182 例 （68％） について, 異常所見が 5 肺
葉に及んだものが 67 例 （37％）, 陰影のサイズは 3 cm

から肺葉の 50％未満を占める場合が 94 例 （52％） と
最も多かった。また, 異常陰影は, 両側肺野 145 例  

（80％）, 末梢性 178 例 （98％） に認められ, 特に右下
葉 152 例 （84％）, 左下葉 149 例 （82％） と下葉優位で
あるものの, 上葉にも分布していた。陰影所見として,  

すりガラス陰影 182 例 （100％）, 気管支透亮像 （air 

bronchogram） 98 例 （54％）, 気管支拡張 90 例 （49％）,  
胸膜下線状影 80 例 （44％） が多く認められた （次ペー
ジ図 2 ）。また, 入院時に胸部単純 X 線写真および CT

画像ともに撮像されていた 161 例において, CT 画像
で異常陰影を認めた症例で, 胸部単純 X 線写真で異常
陰影を認めた症例の割合は, 両側陰影 58/90 （64％）, 右
肺野陰影 69/98 （70％）, 左肺野陰影 61/98 （62％） で
あった。CT 画像で異常陰影が末梢にあった症例のう
ち, 胸部単純 X 線写真でも末梢に異常陰影を認めた症
例は 56/102 （55％） であった。また, CT 画像で異常
所見が確認されなかった症例のうち, 胸部単純 X 線写
真で異常所見ありと診断された症例はごくわずかで
あった。死亡例 11 例に限ると, 両側陰影10/11 （91％）,  
右肺野陰影 10/11 （91％）, 左肺野陰影11/11 （100％）,  
末梢肺野陰影 8/11 （73％） であった。また, 入院時に
胸部単純 X 線写真を撮像し, その後死亡した 15 例の
うち10 例 （67％） に心拡大が認められた （次ページ
図 1 ）。
これらの結果から, 入院時の胸部単純 X 線写真で認

められた両側・末梢優位の異常陰影は CT 所見とおお
むね同様であった。退院時死亡した重症例に限定する
と, 胸部単純 X 線写真で認められた異常陰影は, CT

所見とより一致する傾向が認められ, さらに死亡例の
多くが胸部単純 X 線写真で心拡大を呈していた。
全 770 例のうち, 対症療法ではなく COVID-19 への
直接的な効果を期待して 231 例 （30％） で抗ウイルス
薬投与等の治療介入が行われていた。うち, 新型コロ
ナウイルス感染症診療の手引き （第 5 版） 5） に記載さ
れ, 日本国内で承認されている医薬品としてレムデシ
ビルは 24 例, ステロイドは 20 例が投与されていた。
酸素投与は 107 例 （14％） に実施され, その投与方法
は, マスク 55 例, カニューラ 12 例, リザーバーマスク
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13 例, 非侵襲的陽圧換気 （NPPV）  2 例, 人工呼吸器
22 例, 体外式膜型人工肺 （ECMO）  3 例であった。
本調査は, COVID-19 が日本において報告されて間

もない 2020 （令和 2 ） 年 2 月20日に, 臨床情報を把握
するために開始された1）。このたび, 一定の情報が得
られたことから 2021 （令和 3 ） 年 5 月25日をもって停
止することとなった2）。
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6
17
24
24
11
31
2
1
1
33

n
49
6
9

23
66
80
17
49
69
69
31
89
6
3
3
94

％
60歳未満（n=35）

表. 入院時胸部単純X線検査における異常所見

図 1. 新型コロナウイルス感染症症例①（80代女性）の
　　 入院時胸部X線写真（立位）

両側肺野に末梢優位、下肺野優位にすりガラス陰影や網状粒状
影を認める。心拡大も認める

図 2. 新型コロナウイルス感染症症例②（50代男性）の入院時
　　 CT画像

両肺に末梢性に分布するすりガラス陰影を認める。胸膜下線状影 （矢印） も認
める
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リア病院, 市立旭川病院, 市立宇和島病院, 市立札幌
病院, 市立東大阪医療センター, 地域医療機能推進機
構南海医療センター, 地域医療機能推進機構船橋中央
病院, 帝京大学医学部附属溝口病院, 鳥取県立厚生病
院, 鳥取大学医学部附属病院, 富岡地域医療企業団公
立富岡総合病院, 名古屋大学医学部附属病院, 奈良県
立医科大学附属病院, 日本赤十字社石巻赤十字病院,  

日本赤十字社医療センター, 日本赤十字社熊本赤十字
病院, 日本赤十字社静岡赤十字病院, 日本赤十字社仙
台赤十字病院, 日本赤十字社八戸赤十字病院, 日本赤
十字社福島赤十字病院, 羽島市民病院, 平塚市民病院,  

福島県立医科大学附属病院, 豊後大野市民病院, りん
くう総合医療センター　　他 （50音順） 
参考資料

1） 厚生労働省健康局結核感染症課 新型コロナウイル
ス感染症における積極的疫学調査について （協力依
頼）

 https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/ 

000598774.pdf

2） 厚生労働省健康局結核感染症課 新型コロナウイル
ス感染症患者の退院サマリーなどの情報の収集の停
止について （周知）

 https://www.mhlw.go.jp/content/000784341.pdf

3） IASR 41: 166-169, 2020

4） IASR 41: 220-221, 2020

5）新型コロナウイルス感染症診療の手引き （第 5 版） 
 https://www.mhlw.go.jp/content/000785119.pdf

国立感染症研究所　　　
感染症疫学センター　
実地疫学研究センター

＜COVID-19 情報＞
消防学校における新型コロナウイルス感染症症例集
積事例

端　緒
2021年 4 月13日 （Day 1 , 発症日の最も早い症例の
発症日をDay 0 としている）, 消防学校にて初任教育
学生 2 名が PCR 検査で新型コロナウイルス （SARS-

CoV-2） 陽性と判明し, 新型コロナウイルス感染症  

（COVID-19） と診断されたことから, 学校は保健所か
らの指導を受け, 4 月14日 （Day 2 ） からの校内留置
措置を実施した。消防学校の初任教育学生は 203 名,  

職員が 35 名であった。学生は 4 つの小隊 （50 名程度）  
に分かれ, 基本的には小隊ごとに授業が実施されてい
た。それぞれの小隊はさらに 8 つの班 （ 6 名程度） に
分かれていた。男子学生の場合, 同班の学生は寮で同
室であった。室内は完全個室ではなく各個人のスペー
スが仕切られ, 天井部が空いていた。寮は 3 つのフロ
アに分かれて学生が居住していた。

本稿は, 共同生活を営む集団で発生した COVID-19

集積事例対応の中で我々が経験したことを, 今後に活
かすことを目的とし, 事例の全体像について記述疫学
を行ったものである。
症例定義
消防学校の学生および職員で, 2021年 4 月 1 日  

〔Day -11 （Day 0 から 11 日前）〕 から 5 月 5 日 〔Day 

23 （Day 0 から 23 日後）〕 の間に遺伝子増幅法 （PCR 法
等）, または抗原検査により SARS-CoV-2 陽性となり
COVID-19 と診断された者。
結　果
消防学校における症例発生状況
4 月13日 （Day 1 ） に学生症例 2 例が報告された （次

ページ図上）。4 月14日 （Day 2 ） に校内の職員および
学生の一斉検体採取が実施され, 15 名の陽性が確認さ
れた。発症日が最も早い症例は学生症例 2 例 （発症日  

4 月12日, Day 0 ） であった （次ページ図下）。
4 月12日 （Day 0 ） に複数例が発症していること, 12日  

（Day 0 ） 以降持続的に小隊や居住フロア横断的に発
症症例が確認されていることから, 潜伏期間を考慮する
と, 最も早い症例の発症日 （Day 0 ） の前の週末 （Day 

- 2 , Day - 1 ） 直前に小隊および居住フロアをまたぐ
感染機会が存在し, 校内で持続的な感染伝播が起こっ
ている可能性があった。
小隊および居住フロアをまたぐ感染が確認されてい
たこと, また, 保健所が消防学校へ聞き取りを実施す
る中で次のことが判明した。①研修活動中は感染防止
対策が徹底されていたが, ランニング時はマスクを外
していた。②マスクを外しての大声での号令等のリス
ク行動がみられた。③寮内では, 保健所の助言に基づ
き 4 月14日 （Day 2 ） 以降, 班単位での行動が実施さ
れていたが, 洗面所, トイレ, シャワー室, 洗濯室, 自
動販売機付近の主たる共有スペースにおいて, 会話
等, 班単位を越えた活動の交差が Day 2 以降も, 4 月
20日 （Day 8 ） まで続いていた。
依然として班単位を越えた活動の交差が確認された
ことから, 消防学校内に探知されていない濃厚接触者
がいる可能性が高いこと, また, 自宅に帰宅した学生
から家族に感染伝播する可能性があること, 学校には
感染管理に必要な知識を有する職員が在籍し, 学校内
における職員や学生の感染管理のコントロールが可能
であること, 個人防護具の物品が十分であることか
ら, 保健所および消防学校は, 学校内で学生の集団生活
を継続しながら感染を収束させる方針を決定した。決定
に際し, 次の事項の徹底を保健所から消防学校へ要望
した。①新規陽性者発生時の濃厚接触者の発生を最小
限にするため, 班単位での活動を徹底し, 他班との交差
をなくすこと。②必要時のアルコール消毒や換気,  

マスク装着の徹底。③物理的に可能であれば, 1 室あ
たりの居住人数を少なくすること。④発症者が出た場
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合には, 早期に個室スペースに隔離し, 早期に検査を
実施すること。⑤定期的 （ 1 週間ごと） に無症状者を
検査し, 無症状病原体保有者を早期に探知・隔離する
こと。

COVID-19 の潜伏期間は平均 5 ～ 6 日1）, 中央値 4 ～  

5 日2）, 最大14日間であり, 発症する人の 97.5％は感染
から 11.5 日以内に発症するとの報告がある2）。ゾーニ
ングおよび感染防止対策が徹底された 4 月21日 （Day  

9 ） 以降採取された検体で陽性となった 35 例のうち,  

発症日が判明しているものが 21 例で, 21 例すべてが  

4 月21日 （Day 9 ） から最大潜伏期間である14日以内
に発症し, そのうち 19 例が潜伏期間の中央値である  

5 日以内に発症していた （図下）。
一斉検体採取における検査陽性率の推移
検査陽性率は 4 月14日 （Day 2 ） が 229 名中 15 名陽
性, 4 月21日 （Day 9 ） が 193 名中 13 名で, ともに 7 ％,  

4 月26日 （Day 14） が 170 名中 6 名で 4 ％, 5 月 1 日  

（Day 19） は 163 名中 0 名, 5 月 8 日 （Day 26） は 9 名中  

0 名で, 陽性者がおらず 0 ％となった。5 月 8 日の一斉
検体採取では, 健康観察期間が経過し検体採取対象外
となった学生が多数存在したため, 対象者が大きく減
少している。
考　察
発症日別流行曲線 （図下） から, 4 月12日 （Day 0 ）,  

Day 1 , Day 2 において小隊や居住フロア横断的に発症
者がいることから, 潜伏期間を考慮すると, 週末 （Day 

- 2 , Day - 1 ） 直前に小隊や居住フロアをまたぐ感染
機会があった可能性が考えられた。週明け以降, 寮内
生活や研修を通し, 主に学生間の感染伝播が発生した

と考えられた。
4 月25日 （Day 13） まで持続的に発症者が発生した

原因として, 寮内で班単位を越えた活動の交差が 4 月
14日 （Day 2 ） 以降もあったことが推測された。

4 月21日 （Day 9 ） 以降陽性となったもののうち, 発
症日が判明している 21 例は, すべてゾーニングおよび
感染防止対策が徹底された 4 月21日 （Day 9 ） から最
大潜伏期間である14日以内に発症し, そのうち19 例が
潜伏期間の中央値である 5 日以内に発症していた。
4 月26日 （Day 14） 以降に発症する陽性者の発生が減
少したことは, 4 月20日 （Day 8 ） から寮内において,  

①ゾーニング （班別行動を含む） および感染防止対策の
徹底, ②有症者の早期隔離, 早期検査の徹底, ③ 1 週間
ごとの一斉検体採取による無症状病原体保有者の早期
隔離の徹底, がなされ, これらの対応は感染拡大リスク
を低減させることに寄与したと考えられた。
寮内において, 集団で 2 週間以上にわたり健康観察
が実施される中で, 学生に心的ストレスがかかること
から, 保健所からは, 班別に屋外リフレッシュ時間を
確保することを学校へ提言する等, 持続可能性のある
提案がなされていたことも, 寮内におけるゾーニング  

（班別行動を含む） および感染防止対策の徹底に寄与
したと考えられた。

5 月 5 日 （Day 23） の症例確認以降, 14日間新規陽
性患者が出ておらず, すべての学生・職員の健康観察
期間が終了したことを受け, 5 月13日 （Day 31） を
もってクラスター収束と判断された。
参考情報

1） WHO, Coronavirus disease （COVID-19）, 12 

図. 判明日別 （n=69、 上図） および発症日別 （n=49、 下図）、属性別流行曲線 （5月5日、 Day 23時点） 
　  Day 0 からDay 2 に発症している症例のみ、 居住フロアを参考記載
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October 2020 |Q&A

 https://www.who.int/news-room/q-a-detail/

coronavirus-disease-covid-19

2） US CDC, Interim Clinical Guidance for Management 

of  Patients with Conf irmed Coronavirus 

Disease （COVID-19）, Updated Feb. 16, 2021

 https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/

hcp/clinical-guidance-management-patients.html

大阪府四條畷保健所　　　　　　　　　　　　
大阪府立消防学校　　　　　　　　　　　　　
大阪健康安全基盤研究所公衆衛生部　　　　　
健康危機管理課　疫学調査チーム （O-FEIT） 

＜COVID-19 情報＞
福岡県新型コロナウイルス感染対策調査 : 介護・福
祉施設等における課題

はじめに
介護・福祉施設等では, 共同生活ならびに認知・身

体機能の維持を目指した活動を行うため, 3 密を完全
に避けることは困難である。さらに, マスク着用を遵
守できない利用者も一定数いるため, 新型コロナウイ
ルス感染症 （COVID-19） の伝播が起こりやすい環境
である。実際に福岡県内の介護・福祉施設等では,  

第 3 波と称される 2020 年12月～ 2021 年 3 月までに 64  

件 （計 1,144 人） のクラスターが発生しており, 迅速か
つ抜本的な対策が求められている。今回, 福岡県医師
会が主体となり, 福岡県保健医療介護部とともに県内
の医療機関ならびに介護・福祉施設等における感染対
策の実情を評価し, 講じるべき対策を検討するために
アンケート調査を行った。
方　法
2020 年12月14日～2021年 1 月 6 日の期間, 外来部

門, 病棟体制, 患者の健康管理・検査基準, 職員の健
康管理・検査基準, 面会対応, 職員の患者・入所者対
応, エアロゾル発生処置への対応, 対策マニュアルの
策定や教育, その他の 9 項目 （計 75 設問） で構成され
た質問紙を用いたアンケート調査を実施した。47 重点
医療機関ならびにランダムに抽出した 230介護・福祉
施設等を対象とし, 質問紙を送付した。介護・福祉施
設等は, 高齢者施設, 入所系介護サービス事業所, 重
症心身障害児 （者） 施設と定義した。得られた回答を
医療機関と介護・福祉施設等の 2 群に分け, カイ 2 乗
検定もしくはフィッシャーの正確確率検定を用いて  

2 値変数を比較した。P 値＜0.05 を統計学的有意と定
義した。
結　果
アンケート回収率は 22.4％ （62/277施設） であり, 回
答のあった 62 施設 （うち 19 医療機関, 43 介護・福祉
施設等） を対象とし, 23 設問を抜粋し解析を行った。

外来部門 （デイケアやリハビリを含む） における訪問
者への対応 （体温測定, マスク着用, 手指消毒） や職
員の対策 （マスク着用, 手指消毒） の実施率は, 医療
機関ではすべて 100％であったが, 介護・福祉施設等
では 74-86％であった （次ページ表）。介護・福祉施設
等での原則面会禁止の実施率は 63％であり, 入所者に
対するマスク着用の依頼も 30％に留まっていた。入
院・入所時に PCR 検査もしくは抗原検査を全例実施
している割合は医療機関, 介護・福祉施設等ともに低
く, それぞれ 5 ％であった。医療機関と比較し, 介護・
福祉施設等の PCR・抗原検査の実施率は特に低く, 入
所時／前の発熱者に対しては 79％ vs 12％ （P ＜0.001）,  
入所中の発熱者に対しては 58％ vs 14％ （P =0.001） で
あった。同様に, 職員が発熱した際のPCR・抗原検査
の実施率も低く （79％ vs 47％, P =0.018）, 食事, 更衣
室, 休憩室におけるマスクを外した職員間の会話の自
粛も劣っていた （95％ vs 72％, P =0.043）。さらに, 口
腔内診察時の目の防護 （79％ vs 26％, P ＜0.001） や,  

エアロゾルが発生する手技時の N95 マスク着用 （63％
vs 9 ％, P ＜0.001） の実施率も低かった。介護・福祉
施設等では, 個人防護具の訓練実施率も低く医師 （84％  

vs 5 ％, P ＜0.001） や看護師 （95％ vs 35％, P ＜0.001）,  
地元医師会と連携している施設 （47％ vs 12％, P = 

0.006） は少なかった。注目すべきことに, 介護・福祉施
設等において, 喀痰吸引をエアロゾルが発生する処置と
認識しているのは 44％ （19/43 施設） であった。
考　察
本調査では, 医療機関と比し, 介護・福祉施設等に
おける感染対策の脆弱性を示唆する結果が明らかと
なった。特に介護・福祉施設等における有症状者 （入
所者や職員） に対する PCR・抗原検査実施率の低さ,  

および平時における適切な個人防護具の選択率の低さ
が浮き彫りとなった。
まず, 今回明らかとなった問題点は, 介護・福祉施

設等における PCR・抗原検査実施率の低さである。
早期発見・隔離を行ううえで検査は欠かせないもので
あり, 介護・福祉施設等では, 有症状者 （デイケア利
用者, 入所者, 職員） に対する PCR・抗原検査をより
積極的に行える体制を整備すべきであると考える。さ
らに, 有症状者に注目した水際対策のみならず, 無症
状者からの感染を考慮した平時からの感染対策の強
化・徹底が重要であるが, 今回の調査では, 平時にお
ける介護・福祉施設等の対策の実施率も低いことが判
明した。すなわち, マスクを着用していない利用者の
ケア時に目を防護することや, エアロゾル発生手技時
に N95 マスクを利用すること等の実施率が低く, 無症
状の感染者が施設内に紛れ込む可能性を念頭に置いた
対策が不十分であると考えられる。そのため, マスク
着用が困難な利用者が一定数いるという施設の特徴を
理解したうえで, 感染拡大を最小限に抑えるために,  
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職員が平時から適切な個人防護
具を選択するという教育が必要
であると考える。また, 飛沫や
エアロゾルへの対応のみなら
ず, 便も感染性があるという認
識を持ち1）, オムツ交換時に標
準予防策を徹底する必要もあ
る。さらに, 施設内アウトブレ
イクの 37％は職員が発端であ
るとの報告もある通り2）, マス
クを外した職員間の会話自粛や
私生活での行動制限等, 職員に
対する教育とその遵守も重要で
ある。
次に, 今回対象とした医療機関

は, COVID-19 診療にあたってい
る感染対策に長けた医療機関で
ある。しかし, 第 3 波と称される
感染拡大時期の調査にもかかわ
らず, 入院中の患者に対する  

PCR・抗原検査の実施 （58％）,  
有熱者／有症状者の推移の把
握 （32％）, マスク未着用患者へ
の対応時の目の防護 （47％）, エ
アロゾル発生手技時の N95 マス
ク着用 （63％） 等, 感染症病棟以
外の一般病床／救急病床におけ
る対策には医療機関差があるこ
とが判明した。さらに, 会食の禁
止や人数制限 （68％）, リスクの
高い場所の利用制限 （58％） 等,  

職員の日常行動への指導にも差
があった。重点医療機関でのク
ラスター発生は, 救急車や  

COVID-19 患者の受け入れ制限
等を招き, 地域における医療提供体制に大きな影響を与
えかねない。よって, 特に感染が拡大している時期に
は, 医療機関においても, 感染者の早期発見ならびに感
染の拡大防止を念頭に置いた対策をより強化する必要
があると考える。
福岡県としてこれまでも, 介護・福祉施設等に対し
て, 職員対象の PCR 検査事業 （2020 年12月～ 2021年  

3 月に 105,813 件実施）, 福岡県看護協会による感染管
理認定看護師の訪問 （83 施設訪問）, 厚生労働省作成  

「施設内感染対策自主点検チェックリスト」 の送付,  

感染症発生時の専門家派遣や研修用動画の公開等 3） の
支援を行ってきた。しかし, 施設でのクラスター発生
状況や本調査結果を加味すると, さらなる対策を講じ
る必要があると考える。高齢者施設等だけでも県内に
約 2,800 施設あることを勘案すると, 重症化リスクの

高い高齢者を COVID-19 から守るために, 直接訪問以
外の効率的かつ効果的な対策が急務であると考えられ
る。本調査結果を受けて, 2021年 4 月に急遽, 感染対
策に関するオンライン説明会を開催し （約 600 施設,  

1,000人参加）, 5 月以降, 緊急事態宣言中の施設職員
に対する PCR スクリーニング検査頻度を月 1 回から
週 1 回に増やすことを決定した。今後も, 市区町村や
郡市医師会とも協力し, 介護・福祉施設等へのワクチ
ン優先配布, 市町村の保健師との連携等, 新たな一手
を次々に打つ必要があると考える。
参考文献

1） Sethuraman N, et al., JAMA 323 （22）: 2249-2251, 
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表. 新型コロナウイルス感染対策の実情の比較（n=62）
医療機関
 (n=19)

外来部門（デイケアやリハビリを含む）、n (％)
　訪問者への対応
　　体温測定の実施
　　マスク着用の確認
　　アルコール手指消毒の実施
　職員の対策
　　マスク着用の実施
　　アルコール手指消毒の実施
病棟体制、n (％)
　原則面会禁止
　入院患者・入所者へのマスク着用の依頼
　PCR・抗原検査の実施
　　文書での規定もしくは判断部署がある
　　入院・入所時に全例実施
　　入院・入所時／前に発熱がある場合に実施
　　入院・入所中に発熱がある場合に実施
　有熱者／有症状者数の推移の把握
職員の健康管理・検査基準、n (％)
　発熱時にPCR・抗原検査を実施
　マスクを外した際の会話の自粛
　（食事、更衣室、休憩室）
　会食の禁止や人数制限
　リスクの高い場所の利用抑制
職員の患者・入所者対応、n (％)
　マスク未着用者の対応時に目を防護
　口腔内診察時に目を防護
　エアロゾル手技時にN95マスクを着用
対策マニュアルの策定や教育、n (％)
　個人防護具着脱の訓練実施
　　関連診療科医師
　　当該部署看護師
その他、n (％)
　感染症に関する連絡体制の構築
　　管轄保健所
　　地元医師会

19 (100)
19 (100)
19 (100)

19 (100)
19 (100)

18   (95)
19 (100)

15   (79)
 1    (5)
15   (79)
11   (58)
 6   (32)

15   (79)

18   (95)

13   (68)
11   (58)

 9   (47)
15   (79)
12   (63)

16   (84)
18   (95)

19 (100)
 9   (47)

37 (86)
37 (86)
37 (86)

33 (77)
32 (74)

27 (63)
13 (30)

 2   (5)
 2   (5)
 5 (12)
 6 (14)
16 (37)

20 (47)

31 (72)

24 (56)
28 (65)

12 (28)
11 (26)
 4   (9)

 2   (5)
15 (35)

34 (79)
 5 (12)

0.087
0.087
0.087

0.022
0.015

0.009
＜0.001

＜0.001
0.918
＜0.001
0.001
0.669

0.018

0.043

0.351
0.587

0.136
＜0.001
＜0.001

＜0.001
＜0.001

0.031
0.006

介護・福祉施設等
 (n=43) P 値
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3） 福岡県, 新型コロナウイルス感染症患者が発生し
た場合の介護施設等での対応 （管理者編・職員編）

 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/douga.

html

飯塚病院感染症科　　　　　　　　　　　
福岡県新型コロナウイルス感染症調整本部
的野多加志　　　　　　　　　　　　　
福岡東医療センター　　　　　　　　　　
黒岩三佳　　　　　　　　　　　　　　
福岡県新型コロナウイルス感染症調整本部
福岡東医療センター　　　　　　　　　　
福岡県医師会　　　　　　　　　　　　　
上野道雄　　　　　　　　　　　　　　
福岡県医師会　　　　　　　　　　　　　
吉武友裕　松田峻一良　　　　　　　　
福岡県保健医療介護部　　　　　　　　　
若藤繁裕　佐野　正　白石博昭　　　　

＜COVID-19 情報＞
群馬県における SARS-CoV-2 アルファ株関連症例
の特徴について （2021年 2 月10日～ 6 月 2 日） 

2020 年11月, 英国で新型コロナウイルス （SARS-

CoV-2） の新規変異株である VOC-202012/01 （アル
ファ株） が報告され, 世界各地で感染拡大がみられて
いる1, 2）。アルファ株は, 従来株と比較して感染力およ
び重篤度が高いウイルスと推定されており, 英国での
感染者数の増加を引き起こした要因と考えられてい
る。国内でも, 2020 年12月25日に, 英国からの帰国者
でアルファ株が初めて検出された2）。2021年 2 月, 群
馬県においてもアルファ株が検出され, その後, 県内
の主流行株へと代わってきた。群馬県衛生環境研究所
では, 国立感染症研究所 （感染研） 病原体ゲノム解析
研究センターと共同で, SARS-CoV-2 のゲノム解析を
行っている。その情報を基に, ハプロタイプ・ネット
ワーク図を作成し, 疫学調査と統合して解析すること
で, 群馬県におけるアルファ株の感染状況に関する知
見を得たので報告する。
方　法
2021年 2 月10日～ 6 月 2 日までに, 群馬県衛生環境
研究所で感染研法に従い SARS-CoV-2 と確定した検
体のうち, 254 株を multiplex PCR 法によりウイルス
ゲノム全長を増幅して, 次世代シーケンサーによりゲ
ノム配列を確定した3）。その後, アルファ株と確定し
た 101 株を使用し, 疫学情報と統合して, ゲノム情報
から得られた塩基変異を基に, ウイルス株間の関係を
示すハプロタイプ・ネットワーク図を作成した。感染
経路は保健所が実施している疫学情報を基に, 家族
内, 外国人間 （職場での感染も含む）, 職場, 飲食店関
連, およびその他に分類した。

結果および考察
今回解析を行った検体の推定される感染経路は, 家
族内が 28 例, 外国人間が 22 例, 県外からの持ち込み
が 17 例, 職場が 13 例, 飲食店関連が 10 例, その他が
11 例であった。家族内感染の推定感染経路は, 親子間
によるものが 14 例, 夫婦間によるものが 13 例, その
他が 1 例であった。外国人間での感染では, 東南アジ
ア地域出身者による感染が 18 例と最も多かった。
ハプロタイプ・ネットワーク図の結果から, 家族内

感染の陽性者においては, 大きなクラスターを形成す
ることはなかった （次ページ図）。このことは, 陽性者
の早期探知によって, 濃厚接触者も積極的に検査をす
ることにより, 感染の連鎖を止めることができている
可能性が示唆された。
一方, 東南アジア地域の人が中心となって拡がった
と推定される感染のつながりがみられた （次ページ
図）。この事例では, 同時期に県内でもみられた陽性
者のゲノム情報と一致していることから, 海外からの
流入ではなく, 国内に存在するアルファ株に由来する
と推定される。また, 関連する工場に勤務している外
国籍コミュニティーの感染伝播であった。いったん外
国籍コミュニティーに SARS-CoV-2 が蔓延すると,  

感染の拡大につながってしまう可能性を示している。
したがって, 外国籍の人をはじめとして, 事前に感染
防止対策を徹底することが難しいと考えられる集団に
対して, 住居環境や派遣労働者の管理体制, 生活習慣
などを検討し, 感染伝播を防ぐポイントを明確にする
必要がある。そのことによって, 外国籍コミュニ
ティー内での感染伝播に対し, より的確な対応策を立
てることが可能となり, 感染拡大抑制に大きく寄与で
き, 結果として感染伝播の抑制が期待できる。
群馬県内でのアルファ株によるクラスターも複数例
発生していたが, ハプロタイプ・ネットワーク図では
感染の連鎖がみられていないことから, 保健所等によ
る感染対策に効果があることが示された。また, 疫学
情報から県外からの持ち込みと推定される陽性者にお
いては, ハプロタイプ・ネットワーク図では県内クラ
スターとは異なる位置関係に配置され, 疫学的な関連
性も乏しいことから, 疫学情報とゲノム情報との整合
性を補完できるハプロタイプ・ネットワーク図による
解析は, 感染の状況を把握するうえで効果的であると
考えられる。このように, 群馬県においては, 県外から
持ち込まれるケースも多くみられており, 引き続き県
境を越えるような交流はより慎重な対応が求められる。
以上のように, 群馬県においては, 県内でのクラス
ターと同時に, 県外からの持ち込み事例も部分的に発
生している。陽性者の感染経路を追跡し, クラスター
の感染リンクを追跡することで, どの陽性者を優先的
に対応すれば, 県内の感染拡大を効果的に阻止できう
るのかを示唆するデータとなる。今後も, 実地疫学に
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基づく情報とゲノム情報を統合し活用することで感染
対策へ活用していきたい。
謝辞 : 検体採取等調査にご協力いただきました医療

機関, 保健所等の関係者に深謝致します。　
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図. 群馬県における SARS-CoV-2 アルファ株症例におけるネットワーク図（ * | は塩基の相違数を示す）
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＜COVID-19 情報＞
疫学的なつながりが全ゲノム解析で補足できた SARS-

CoV-2 デルタ株感染事例 （2021年 7 月）－札幌市

2021年 7 月上旬, 札幌市内で 2 例しか確認されてい
なかった L452R 変異を持つ新型コロナウイルス感染
症 （COVID-19） に, 札幌市職員 3 名を含む 6 名が同
時期に罹患した。札幌市職員は業務上のつながりが乏
しい 2 部署から確認されており, 発症 2 週間前に 2 部
署は同じ空間で業務を行うことはなかったが, 感染し
た 3 人は同じ日に, 集団 A に対応していた。札幌市で
は初の L452R 変異株感染が集団で確認された事例で
あり, 疫学調査とゲノム解析で感染経路が推測された
ため, 事例を紹介する。
本事例では, 症例を2021年 7 月 1 日～ 8 日までに札

幌市内で確認された L452R 変異株による COVID-19 感
染者で, 感染可能期間に集団 A と接触したことがある
人, または札幌市衛生研究所で実施したゲノム解析
で 1 塩基違いまでのウイルス株による感染者と定義し
た。
症例は 6 名が該当し, 女性が 1 名 （17％）, 年齢は10代

が 1 名 （17％）, 20 代が 3 名 （50％）, 30 代が 1 名 （17％）, 
40 代 1 名 （17％） であった。発症日はそれぞれ 7 月 1 日 

1 名, 2 日 1 名, 3 日 1 名, 4 日 1 名, 6 日 2 名であった 

（図）。属性は, 札幌市職員 3 名, 報道関係者 1 名, 会
社員 1 名, 学生 1 名であった （表）。札幌市役所を訪問
した集団 A は事前約束がなかったため, 職員が窓口
で約 60 分間やり取りを行い, その後, 会議室 （広さ約 

60 m2） で対応が行われた。対応職員は最初に （部署ア） 

職員 2 名が30分間, 続いて （部署イ） 職員 2 名が加
わってさらに45分間対応した。職員は全員が不織布マ
スクを着用していたが, 当該グループはほぼ全員がマ
スク非着用であり, 少なくとも 1 名は咳をしていた。
会議室は窓のない空調のきいた部屋で, 対応職員が
パーティションの設置を提案したが, 集団 A の合意は
得られなかった。札幌市職員以外の 3 名の症例のう
ち, 1 名は集団 A と同じ内容の主張をする集団を 6 月
下旬に取材した報道関係者であった。また, 会社員は
学生の濃厚接触者であった。全ゲノム解析では, 6 名
中 4 名の検体が解析可能であり, 札幌市職員 1 名, 報
道関係者 1 名, および札幌市内の会社員のゲノムは完
全に一致し, 1 名 （学生） が 1 塩基違いであった。
本事例が起こったのは札幌市内のデルタ株による

COVID-19 流行前のことであり, また市内の流行状況
は比較的落ち着いていた （約 20 例／日） 1）。この状況
で, お互いに接触が乏しく, 集団 A と接触した札幌市
職員, 集団 A と同じ主張をする集団と接触した報道関
係者からのウイルスゲノム遺伝子情報が全一致したこ
とから, 彼らの感染は集団 A, もしくは集団 A のメン
バーを含む集団との接触によるものであった可能性が
高いと考えられた。会社員と学生は, 同じ曝露機会に
感染した, または一方が他方に感染させていたと考え
られたが, 発症日が最も早かったことから, 2 人または
どちらか 1 人の感染のきっかけは, 札幌市職員が曝露
した時点以前に集団 A と何らかの接触があった可能性
が否定できないと考えられた。
札幌市役所での対応において, 札幌市職員は不織布

マスクを使用していたが, 集団 A の中にはマスクをし
ていないものが大多数であった。不織布マスクは感染
リスクを大きく減少させると考えられているが 2）, 

換気の悪い場所での比較的長い時間の曝露があった場
合, 不織布マスクをしていても感染が成立するリスク
があることが確認された。市役所等の公務職場におい
ては, 性質上, 職場の入り口に厳重なセキュリティシ
ステムを導入することは難しく, 住民が比較的自由に
出入りできる環境である場合が多い。しかし, 庁舎管
理においては不意の来客で, マスク使用を理由なく拒
否する場合などを想定した対応に備えておくことが, 

職員の安全と感染症のまん延防止に必要である。

表. 部署が異なる札幌市職員を含む L452R 変異を有する SARS-CoV-2 感染症例のゲノム解析結果、2021年 7 月（n=6）

症例番号

1

2

3

4

5

6

年齢

20代
30代
40代
20代
20代
10代

性別

男性
男性
男性
男性
男性
女性

属性

札幌市職員（部署ア）
札幌市職員（部署ア）
札幌市職員（部署イ）
報道関係者
会社員
学生

発症日

7/4

7/3

7/6

7/6

7/1

7/2

ゲノム解析結果（29,768塩基）

N/A

N/A

症例番号 1 と全一致
症例番号 1 と全一致
症例番号 1 と 1 塩基違い

図. 部署が異なる札幌市職員を含む L452R 変異を有するSARS-CoV-2
　  感染症例の発症曲線、2021年 7 月 （n=6）
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＜COVID-19 情報＞　
高い累積罹患率を認めた札幌市内コールセンターで

の新型コロナウイルス感染症アウトブレイク （2021年  

5 月） ―健康管理, 感染管理, 換気を確認する重要性に
ついて

2021年 4 月から新型コロナウイルス感染症 （COVID- 

19） の第 4 波を迎えていた札幌市で, 市内コールセン
ター A で COVID-19 アウトブレイクが確認された。
コールセンターは, 比較的密な環境で時に大声を出し
て勤務していることから, 海外でもアウトブレイクが
報告されており1）, 安全な勤務体制の構築が課題であ
る。今回, 調査で判明した課題を整理し, 改善点を検
討した。
症例を, 2021年 5 月 3 日～ 6 月10日までに, コール
センターA （派遣合わせた従業員 260 名） で勤務した
職員のうち, 検査で COVID-19 と診断された人と定義
し, 札幌市保健所に報告された調査票と同センター職
員へのインタビューの情報を利用した。また, 現地視
察を行い, オフィス業務が行われていた同じ状況
で, 対象空間内にCO2ガスを発生させ, その濃度減衰
から換気量 （外気量） を換算した。
症例定義に 86 例が合致し, 女性が 56 例 （65％）, 年

齢は中央値 44 歳 （範囲 32-55 歳） であり, 社員が 11 例  

（13 ％） で, 残りは委託会社からの派遣社員であった。
大多数はオペレーター （64 例, 74％） であったが, 他に
スーパーバイザーが 7 例 （ 8 ％）, 統括・庶務が 4 例  

（ 5 ％） であった。累積罹患率は, オペレーター 64 例/ 

182 例 （35％）, スーパーバイザー 7 例/25 例 （28％）,  
統括・庶務が 4 例/21 例 （19％） であり, 社員 5 例/16

例 （31％）, 派遣会社 82 例/225 例 （36％） であった。
検体採取時の有症状者は 77 例 （90％） であり, 症状出
現後も出勤を継続した職員が 8 例 （ 9 ％） いた。症例

は 4 週間にわたり, 継続的に確認されていた。勤務中
に全員が何らかのマスクをしていたということで, 当
初濃厚接触者は職場外の接触者に留まっていたが, 症
例発生が継続したことから, 全従業員を濃厚接触者扱
いとして対応が行われた。
オフィスは 125 席の窓が開けられない空間で, 日替わ

りで席が変わっていた （次ページ図）。席同士は 1.5m 程
度の距離があり, 高さ 60cm のパーティションが机上に
左右と前とを区切る形で置かれていたが, 左右や斜め
の人とは対面会話ができる状況であった。オフィス内
の換気は, 外調機によって中央管理されており, 導入
した外気は, 間仕切りで分けられた各ブースにそれぞ
れ供給されていた。今回実施した換気量の測定で
は, 室内濃度を 1,100 ppm まで上げた後の濃度減衰か
ら算出した換気量は 2,965 m3/h （前室含む） であり,  

外調機から一定の外気が導入されることが確認され
た。しかし, 外調機は 9 時～19 時まで運転されていた
が, 19 時以降も残業していた人もいた 〔症例中では  

7 例 （ 8 ％）〕。
オフィス入口に擦式手指消毒剤が設置され, 各自の
机には成分不明の消毒剤が設置されていたが, 訪問時
には実際に消毒をしている職員は観察されなかった。
マイク付きのヘッドセットは共有されており, 清掃・
消毒は会社からの指示があったものの, 管理は個人に
任されていた。職員の体調管理に関しては, 体温測定
が行われていたが, 記録はされていなかった。休憩室
は黙食が励行されていたが, 席はお互いに話ができる
構造になっていた。約 20 名が使用していたとのこと
だが, 人数制限や利用者の把握はされていなかった。
本事例は, ユニバーサルマスク下で行っていた屋内
のコールセンター業務により, 80 例を超す COVID-19

感染者が確認された事例であった。休憩や勤務中のマ
スクを外した時の飛沫感染, および不十分な消毒下で
のヘッドセット共有や, 不十分な手指衛生による接触感
染による感染拡大の可能性が高いと考えられた。また,  

不十分な換気条件下で長時間声を出す活動をしていた
ことにより, マスクでは防げなかった感染経路 （空気
感染, 眼からの感染） による感染が否定できなかっ
た。有症状勤務が感染拡大に影響していた可能性もあ
り, 呼吸器症状を含めた適切な健康管理が重要である
と考えられた。
一方, 換気に関して, 建築物衛生法 （ビル管理法）  
に基づく 1 人当たりの必要換気量 30 m3/hから算出し
た結果, 当該オフィスでの適切な人員は約 80 人程度  

（前室除く） であった。また, 省エネを目的とした換気
量制御 （排気の CO2 濃度が 800 ppm 以下の場合に外気
導入量を減らす制御） が行われている中で, 対象空間
内の CO2 濃度と制御側の CO2 濃度との乖離が確認さ
れており （データ掲載無し）, 換気量が適切に制御さ
れていなかった可能性がある。さらに, 19 時以降は外
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調機が稼働していなかったことから, この時間帯の換
気がほとんど行われていない状況であったと考えられ
る。
今回の結果から, 屋内でのオフィス作業では, 室内

CO2 濃度に応じた適切な換気量の確保と, 室内換気量
に応じた在室者数の調整が必須であると考えられた。
特に, 大声で話すことから飛沫粒子がより多く, そして
長距離飛散する可能性があることから2）, 室内で大声で
の対応を時に必要とするコールセンター業務等では,  

これらを徹底していく必要がある。また, 職場におい
て, 手指衛生の徹底, 清掃や適切な消毒薬による環境
整備, 個人の健康観察に加え, 組織として実施する健
康観察も, 一層進めていく必要がある。
謝辞 : 本調査にご協力頂いた札幌市都市局の皆様に

感謝を申し上げます。
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＜COVID-19 情報＞
精神科病院における新型コロナウイルス感染症  

（COVID-19） クラスター事例と対応

はじめに
精神疾患を有する患者の場合, マスク着用や手指衛
生, 身体的距離の確保といった新型コロナウイルス感
染症 （COVID-19） の感染予防対策を十分に行うこと
が困難であり, COVID-19 患者が発生した場合の感染
拡大リスクは高いと考えられる。このため, 精神科病
院においては, こうした患者の特性をふまえたうえ
で, あらかじめ COVID-19 患者発生に備えた体制を整
備し, 対策を実施することが求められる。
今回, 三重県内の単科精神科病院における COVID- 

19 クラスター事例を経験したことから, その経緯と対
応について報告する。
端　緒
2020 年 9 月 2 日, 三重県鈴鹿市内の単科精神科病院
職員 1 名の新型コロナウイルス （SARS-CoV-2） 陽性
が判明した。鈴鹿保健所による積極的疫学調査の結果,  

同院 A 病棟の入院患者 9 名が発熱していたため, PCR  

検査を実施したところ, 翌 3 日に 9 名全員の SARS-

CoV-2 陽性が判明した。同日, 県内初の単科精神科病
院クラスターとして, 鈴鹿保健所および三重県新型コ

前室 ロッカーロッカー 入口

G H ID E FA B C

1.5m

約17m

約39m 天井高2.7m

脚注・最大125名のオペレーションスタッフがA～ Iの島に分かれ、各島にスーパーバイザーが配置されていた
・席同士は1.5m程度の距離があった
・前室と職場は分離されておらず上部の空間は共有されていた
・対象空間内には 6 台の空気清浄機 （ 　） と 2 台のサーキュレーター （ 　） が設置されていた

図. コールセンター Aの見取り図
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ロナウイルス感染症対策本部 （県対策本部） が対応を
開始した。
発生状況
本クラスターでは, 2020年 9 月 2 日～10月11日まで

に 69 例の陽性が確認 （図 1 ） されており, 入院患者が
55 例 （80％）, 看護師等が 13 例 （19％）, 清掃員が 1 例  

（ 1 ％） であった （表）。
当該クラスターでは, 単一の病棟 A の入院患者 58  

例のうち 54 例の陽性が判明し, 別病棟 B の入院患者 1  

例の陽性も確認されているものの, 当該患者が一時的に
病棟 A に転床し, 陽性となった看護師との接触が確認さ
れているなど, クラスター発生病棟での感染が考えられ
た。入院患者は全例が何らかの精神疾患を有してお
り, 統合失調症 40 例 （73％）, 知的障害 7 例 （13％）,  
認知症 3 例 （ 5 ％）, 器質性精神障害 3 例 （ 5 ％）, その
他 2 例 （ 4 ％） であった。
看護師等については病棟 A 勤務の看護師等 7 例の

他に, 他部署から病棟 A に応援として勤務した看護
師 6 例や, 病棟 Aを含む複数病棟の清掃担当者である
清掃員 1 名の陽性が判明した。

対応状況
1. 対策本部の設置
9 月 4 日に病院, 保健所, 県対策本部および厚生労
働省クラスター対策班 （クラスター対策班） 合同の対
策本部を院内に設置し, 「職員が感染しない」, 「他病
棟へ広げない」 , 「院外に広げない」 の 3 つを目標に掲
げ対応を行った。
本部では, 毎朝・夕に全体ミーティングを実施し,  

COVID-19 患者の転院の要否, 入院患者の発熱サーベ
イランスの状況, 転院・再入院予定等の情報と課題を
関係者間で共有した。また, 病院のリスクコミュニ
ケーションとして, 院内向けに病院長から全職員にほ
ぼ毎日メールを送信し, 不安軽減を図るための正しい
情報を発信するとともに, 院外向けに病院のホーム
ページに発生状況を掲載するなど, 地域への情報発信
を行った。
現地対策本部の組織図を次ページ図 2 に示す。病院
長を本部長とし, 各部門に院内職員を配置してそれぞ
れの役割を明確化し, 保健所, 県対策本部およびクラ
スター対策班が各部門を適宜支援する体制とした。

2. 入院調整
入院患者の確定症例が多数判明したため, 経皮的動
脈血酸素飽和度 （SpO2 ） が低値であるなど, 身体症状
の治療が必要な症例を優先して転院させ, 軽症者はク
ラスター発生病棟で対応する方針とした。転院先は,  

精神疾患患者の COVID-19 対応病床を有する医療機
関を主とし, 精神症状が比較的落ち着いている確定症
例については, 一般病院の COVID-19 対応病床に転院
調整を行った （転院 36 例, 入院継続 19 例）。

3. 院内感染対策
9 月 4 日に外部から感染管理認定看護師 （CNIC） 4

名 （うち 1 名は精神科病院勤務） が支援に入り, 病棟

図 1. 三重県鈴鹿市内精神科病院における COVID-19 症例発生状況
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表. COVID-19 確定症例と累積罹患率（n=69）
検査

対象者数

A 病棟入院患者

B 病棟入院患者

A 病棟看護師等※

A 病棟応援看護師

清掃員

58

45

21

28

11

確定
症例数

54

1

7

6

1

累積
罹患率

93%

  2%

33%

21%

  9%

※看護補助員 1 名を含む
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内のゾーニング・消毒・清掃を実施するとともに, 職
員に対して個人防護具 （PPE） の着脱等に関する教育,  

指導を実施するなど態勢の強化を行った。
ナースステーションおよびカンファレンス室 （休憩

所） は非汚染区域 （グリーンゾーン） とし, PPE の着
用場所を設けるとともに, 病室やホールは濃厚接触者
を隔離するイエローゾーンと確定症例を隔離するレッ
ドゾーンに区域分けし, 両区域とも汚染区域として職
員は PPE を着用して対応することとした。また, 病棟
内の動線はグリーンゾーン, イエローゾーン, レッド
ゾーンの順に一方通行として対応した。
しかし, とりわけ当初は入院患者がその意味を理解
できずに元の部屋へ何度も戻ろうとすることから,  

ゾーンを区分けするバリケードの確実性と利便性の両
立を図るために苦慮した。

4. 事例の終息
10月11日に看護師の感染が確認された後 3 週間, 新

たな感染者の発生を認めなかったため, 11月 2 日に病
院においてクラスターの終息宣言が出された。
考　察
本事例では, 単一病棟に入院する患者の大多数にお
いて SARS-CoV-2 陽性が判明した （罹患率 93％）。病
棟全体に感染が拡大した要因としては, 入院患者にお
けるマスク着用や手指衛生, 身体的距離の確保といっ
た COVID-19 感染予防対策が困難であることに加え,  

ホールでの食事や作業療法といった, 人が集まる環境
が事例探知以前に生じていたことが考えられた。精神
疾患を有する患者の場合, 感染予防対策を十分に行う
ことは困難であるが, 一方で事後の経験からは, 繰り
返し声掛けしたり, 作業療法にマスク着用を組み入れ
たりすることで, マスクの着用率が高まるなど, 粘り強
い日常指導を実施することで, 一定程度は患者自身に
よる感染予防対策の実践が期待できると考えられた。
また転院等について, 短期間に多数の確定症例が発
生したことから, 身体症状の治療が必要な症例を優先
して転院調整するなど方針を定めるとともに, 速やか
に県内 CNIC が継続した支援を実施することにより,  

PPE の着脱訓練や職員が感染しないゾーニング等, 院
内の感染対策の強化を図った。特に, 精神科専門の
CNIC の協力が受けられたことで, 接触機会の多い精
神科特有の環境にも対応することが可能であった。今
後も同様の事例を想定し, 地域の CNIC との連携体制
や, 職員の感染管理教育の実施等の院内感染対策をあ
らかじめ強化しておく必要がある。
事例探知直後より病院内に現地対策本部を設置した
ことで, 迅速に情報共有と対策を行うことができた。
患者個々で異なる精神症状や行動特性, 家族背景など
の情報を現場で共有・活用でき, 転院調整等において
はきめ細やかな対応が可能となった。また, PPE や在
庫管理, 必要とされる工夫など, リアルタイムな状況
を迅速に対策へと反映させることができた。さらに,  

院内の明確な役割分担により, 患者が発生している病棟
だけでなく, それ以外の病棟への感染拡大にも注意を払
うことができた。病院や高齢者施設等で COVID-19  

が発生した場合には, 発生施設および保健所等による
現地対策本部を早期に設置することが有用であると考
えられた。

COVID-19 クラスターは今後も発生するものと考え
られることから, 発生に備えた体制を整備し, 発生し
た際の迅速な対応につながるよう準備しておく必要が
ある。特に, 地域流行の状況によっては, 転院や CNIC  

の持続的支援といった, 今回の対応で非常に有効で
あった対策が実施できないことも想定されることか
ら, 医療機関や高齢者施設・障がい者支援等の個人レ
ベルでの感染管理が容易でない施設においては, 常に
ウイルスを 「持ち込まない」, 「拡げない」 対策を講じ
ておくことが求められる。そして何よりも 「できない
として諦めない」 ことが大切である。
謝辞 : 本事例の対応にご尽力いただいた三重県厚生

農業協同組合連合会鈴鹿厚生病院および医療機関をは
じめとする多くの関係者の皆様に深謝いたします。
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＜COVID-19 情報＞
単科精神科病院の療養病棟で発生した新型コロナウ
イルス感染症 （COVID-19） 集団感染事例の血清疫学
調査 （第 1 報） 

はじめに
2020年 9 月, 県内の単科精神科病院 （以下, 病院） の

1 閉鎖療養病棟 （病床数 60） において新型コロナウイ
ルス感染症 （COVID-19） の集団感染事例が発生した  

（本号 31ページ参照）。事例探知時の入院者数は 58 名

であった。同年 4 月より面会は制限されていたが, 認
知機能障害など基礎疾患の特性から棟内の標準感染予
防策の実施は難しかった。積極的疫学調査の結果, 感染
源は特定されなかったが, 地域の流行状況や流行曲線
などからウイルスが 1 つの侵入経路で持ち込まれたも
のと考えられた。最終的に, PCR 検査で新型コロナウイ
ルス （SARS-CoV-2） 陽性と判定された COVID-19  

の確定症例は 70 例 （患者 55 例, 職員15 例） となった。
今回, 今後の COVID-19 対策に資するべく, 病院に

おける SARS-CoV-2 感染者の抗体価を測定し, その
動態を明らかにすることを目的とし, 確定症例者の協
力を得て本事例の血清疫学調査を開始した。以下に調
査方法と初回の抗体測定結果について報告する。
調査方法
調査対象は, 本人もしくは家族の同意が得られた

COVID-19 の確定症例 64 例とした。入院患者の血液は
病院で実施している定期検査で採取した血液の一部を
使い, また職員については同じ時期に別途採血を行い,  

得られた血清を用いて三重県保健環境研究所でSARS-

CoV-2 に対する抗体を測定することにした。最初の抗体
測定は, 事例発生から約 2 カ月後の 2020 年11月の採血
で得られた血清で実施し, 以後, 毎月 1 回2021年 5 月ま
での 6 カ月間と, 事例発生から 1 年後および 2 年後に抗
体測定を実施する計画を立てた。なお, 本調査の実施に
ついては病院の倫理審査委員会で承認を得た。
抗体測定は, 国立感染症研究所の COVID-19 血清学
的検査マニュアルに従って ELISA 法と中和試験法を
実施した。ELISA 法に使用した SARS-CoV-2 感染細
胞溶解液は, SARS-CoV-2 JPN/TY/WK-521 株と
Vero9013 細胞を用いて作製し, COVID-19 発生前に得ら
れた本調査とは関係のない 52 例の血清を用いてカットオ
フ値を設定した （WV-ELISA）。中和試験法は, SARS-

CoV-2 JPN/TY/WK-521 株と VeroE6/TMPRSS2  

細胞を用いて接種法で行った。また, これらの抗体測定
法を評価するため, 初回採血で得られた結果について
市販の ELISA キット 〔Proteintech 社製 Anti-SARS-

CoV-2 N protein Human IgG ELISA kit （NP-

ELISA） および EpiGentek 社製 SeroFlash SARS-

CoV-2 IgG/IgM ELISA Fast Kit （SP-ELISA）〕 との
相関性を確認した。
結　果
調査対象者 64 例の年齢は 41～93 歳 （中央値  67 歳）  
で, 男女比は 1 : 1 , 有症状者の採血日は発症後 41～69

日目 （中央値 52 日） であった。
WV-ELISA により 64 例中 62 例 （96.9％） から抗

SARS-CoV-2 抗体が, また中和試験法により 64 例中
52 例 （81.3％） から SARS-CoV-2 中和抗体が検出され
た （図 1 および表）。WV-ELISA の OD 値は, NP-ELISA  

の OD 値と強い正の相関を示し, 一方で中和抗体価は,  

SP-ELISA の OD 値と強い正の相関を示した （次ペー

表. SARS-CoV-2 WK-521 株に対する中和抗体価

確定症例
n=64

抗体保有率
（％）

陰性 陽性

<10

12

10

13

20

13

40

10

80

7

160

7

≥320

2 81.3

図 1. SARS-CoV-2 感染細胞溶解液を使用した WV-ELISA （OD）
※図中の点線はカットオフ値 （COVID-19 発生前血清の平均値＋3SD） を示す

COVID-19 確定症例の血清
( n=64 )

COVID-19 発生前の血清
( n=52 )
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COVID-19 確定症例の抗体保有率  96.9％
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ジ図 2 ）。しかし, WV-ELISA の OD 値と中和抗体価
の間, また, それらと診断時の Ct 値および発症から採
血までの日数の間には相関性は認められなかった。
考　察
国内における COVID-19 の血清疫学に関する知見は

まだ十分とは言えない。今回我々は, COVID-19 の理
解と今後の感染対策に寄与するため, COVID-19 確定
症例の血中抗体を経時的に測定することにした。

COVID-19 患者の 96.9％で, 発症 13日以降にイムノク
ロマト法により血中抗体が陽性になったことが報告され
ており1）, 本調査でもWV-ELISA において同等の結果
が得られた。しかし, 抗 SARS-CoV-2 抗体陽性であっ
ても中和抗体が検出されない症例も多くみられた。この
原因として, 本調査の結果から WV-ELISAは主に抗 N  

タンパク質抗体を測定していると考えられる一方で, 中
和抗体は S タンパク質の受容体結合領域を認識してお
り, 両者で測定している抗体が異なることがあげられ
る。さらに中和試験法は, 一般的に特異性は高いが感度
は低く, 使用するウイルスや細胞によって結果に影響を
及ぼす可能性があることなどが考えられた。
中和抗体についても COVID-19 患者のほとんどが,  

発症から 3 ～ 6 カ月後も保有していたことが報告され
ているが 2, 3）, 本事例における 2 カ月後の中和抗体保有
率は 81.5％であった。この差は, 検査時期や検査方法
の違いによるところが大きいが, 一方で市中での再感
染によるブースターの有無も要因として考えられた。
また, 精神疾患の合併や, 向精神薬による影響などと
の関連についても, 今後, 精査する必要がある。
本調査の特徴として, 単回曝露の集団における抗体
価の経時的な動態を明らかにできる可能性が挙げられ
る。今回調査対象となった入院患者のほとんどは,  

COVID-19 流行以前から療養しており, 本事例以前に
感染していた可能性は低い。さらに, 集団感染以降, 病
院や当該病棟の感染管理はいっそうの徹底が図られ,  

少なくとも採血までの 2 カ月間は調査対象患者におい
て再感染の機会はなく, 今後も入院療養期間中は市中感
染のリスクは著しく低いと考えられる。本調査における
経時的な抗体測定の意義はこの点にもあると考えら
れ, 2 回目以降の結果についてもいずれ報告したい。
謝辞 : 本調査にご協力いただいた JA 三重厚生連鈴鹿
厚生病院関係者の皆様をはじめ, 国立感染症研究所感
染病理部, 三重県鈴鹿保健所, 三重県医療保健部, 三重
県保健環境研究所の職員の方々に深く感謝いたします。
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